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工務技術部は、原子力科学研究所及び J-PARC の水、電気、蒸気、排水等のユーティリティ施

設、原子炉施設及び核燃料物質取扱施設内の特定施設(受変電設備、非常用電源設備、気体・液体

廃棄設備、圧縮空気設備)並びに一般施設内のユーティリティ設備の運転、保守管理を担っている。

さらに、建物・設備の補修・改修工事及び点検・整備業務、電子装置、機械装置及びガラス器具

の工作業務、大型実験装置の運転業務を行っている。また、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日

本大震災により被害を受けた建物・設備の復旧工事にも精力的に取り組んでいる。本報告書は、

平成 23 年度の工務技術部の業務実績の概要と、主な管理データ、技術開発の概要を記録したもの

であり、今後の業務の推進に役立てられることを期待する。  
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The Engineering Services Department is in charge of operation and maintenance of 

utility facilities (water distribution systems, electricity supply systems, steam generation 

systems and drain water systems etc.) in whole of the institute.  And also is in charge of 

operation and maintenance of specific systems (a receive transmitted electricity system, an 

emergency electric power supply system, an air/liquid waste treatment system, a compressed 

air supply system) in nuclear reactor facilities, nuclear fuel treatment facilities and usual 

facilities or buildings. In addition, the department is in charge of maintenance of buildings, 
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This annual report describes summary of activities, operation and maintenance data and 

technical developments of the department carried out in JFY 2011. We hope that this report 

may help to future work. 
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はじめに 

 

東海研究開発センター原子力科学研究所工務技術部は、設立当時の旧日本原子力研究所東海研

究所に昭和 32 年に設置された建設部工務課と、昭和 33 年に工作工場から組織変更した事務部工

作課、昭和 34 年に設置された事務部エレクトロニクス課が、昭和 35 年に統合され、技術部とし

て独立し発足した。平成 14 年には、工務・技術室に、平成 17 年 10 月の日本原子力研究開発機構

発足時には工務技術部に組織変更し、昭和 35 年の創設から今年は 53 年目にあたる。これまで、

半世紀以上の間、研究活動における技術支援部門として、原子力科学研究所(以下「原科研」とい

う。)内、周辺施設及び住宅等の配電設備等の電気設備、上下水道設備、建家の換気空調設備、ガ

ス供給設備、蒸気による熱供給設備の運転・保守、建家の営繕、機械・電子・ガラス実験装置の

設計製作業務を、幾世代にわたり安全かつ安定に、しかも最先端の技術の利用を心がけて行って

きている。 

これらの施設の長年の運転・保守の技術及び工作技術の蓄積は、当然、次世代に承継する必要

があり、その一助として本年報を作成した。年報は、技術部時代には平成 9 年度まで「保全実績

年報」を、平成 10 年度と平成 11 年度は「施設管理報告書」を毎年作成し、有用なデータ及び記

事をとりまとめて報告していたが、組織の改正等の事情により平成 11 年度版の発行以来作成され

なくなったものを 10 年ぶりに平成 21 年度版から復刊し 3年度目のものである。 

平成 23 年 3 月 11 日に東日本大震災(以下「震災」という。)が発生し、大きな被害をもたらし

た。平成 23 年度には、所内の損壊した建物や設備の応急的な修復、復旧について施設管理者と協

力して作業を進め、原子力施設として必要な安全機能の回復及び一般施設の安全確保を図ったの

で、本報では、この対応についても掲載することとした。 

原科研では、管理データ等のデータベース化も進めているので、工務技術部の管理データを報

告書の形で残すかデータベースとして残すかなどの棲み分けを今後十分に検討する必要があり、

年報に掲載する記事やデータについても変更されるであろうが、いずれかの方法で有用なデータ

が継承できるように努力を重ねて行きたいと考えている。 

 (野村 俊文) 
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1.1 工務技術部の組織 

東海研究開発センター原子力科学研究所工務技術部の組織を図 1.1-1 に示す。 

 

 

業務第 1 チーム(5) 

業  務  課 業務第 2 チーム(2) 

(11) 電気保安チーム(1) 

課長 品質保証チーム(1) 

課長代理 運転第 1 チーム(7) 

運転第 2 チーム(5) 

工務第 1 課 運転第 3 チーム(3) 

(27) 運転第 4 チーム(3) 

課長 運転第 5 チーム(6) 

課長代理（2） 運転第 1 チーム(2) 

運転第 2 チーム(5) 

工務技術部 工務第 2 課 運転第 3 チーム(4) 

(2) (22) 運転第 4 チーム(6) 

課長 運転第 5 チーム(3) 
部長 成瀬日出夫

課長代理 建築チーム(4) 

次長 野村俊文 施設保全課 電気チーム(6) 

(19) 機械チーム(7) 

課長 機械設計チーム(3) 

課長代理 機械工作チーム(5) 

電子設計チーム(2) 

工作技術課 電子システムチーム(3) 

(23) ガラス工作担当 

課長 装置運転第 1 チーム(4) 

課長代理（2） 装置運転第 2 チーム(3) 

注)括弧内の職員数は、嘱託(再雇用)、出向職員、技術開発協力員、任期付職員、臨時用員、

アルバイト及び人材派遣を含む実人数であり、兼務者を含まない。 

 

図 1.1-1  原子力科学研究所工務技術部の組織(平成 24 年 3 月 31 日現在) 
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1.2 工務技術部の業務 

工務技術部各課の所掌業務は以下のとおりである。 

 

（業務課） 

(1)工務技術部の業務の調整。 

(2)原子力科学研究所、J-PARC センター及びこれらの関連施設における電力、水等の需給の調

整。 

(3)原子力科学研究所、J-PARC センター及びこれらの関連施設における電気工作物の保安。 

(4)工務技術部の施設の品質保証。 

(5)工務技術部の庶務。  

(6)前各号に掲げるものほか、工務技術部の他の所掌に属さない業務。 

 

（工務第１課） 

(1)原子力科学研究所における研究棟地区、タンデム加速器棟地区、JRR-3、NSRR、廃棄物処理

施設、燃料試験施設、NUCEF 等機械室設備の運転及び保守管理。   

(2)原子力科学研究所関連施設の機械室設備の運転及び保守管理。 

 

（工務第２課） 

(1)原子力科学研究所、J-PARC センター及びこれらの関連施設における受電設備・中央変電設

備等、配水設備、屋外給排水設備、ボイラー設備その他の設備及びクレーンの運転及び保守

管理。 

(2)原子力科学研究所における JRR-2、ホットラボ等及び J-PARC センターにおけるリニアック

棟、3GeV シンクロトロン棟、3-NBT 棟、物質・生命科学実験棟の機械室設備の運転及び保守

管理。 

 

（施設保全課） 

(1)原子力科学研究所、J-PARC センター及びこれらの関連施設における建物及び構築物の営繕

に係る設計、施工及びこれらの監督。  

(2)原子力科学研究所、J-PARC センター及びこれらの関連施設における電気及び機械設備の営

繕に係る設計、施工及びこれらの監督。  

(3)原子力科学研究所、J-PARC センター及びこれらの関連施設における機械室設備及びユーテ

ィリティ設備の保全。 

 

（工作技術課） 

(1)機械工作、電子工作及びガラス工作並びにこれらに係る技術開発。 

(2)機械及び電子機器の修理及び保守。 

(3)大型非定常試験装置、大型再冠水実験施設等の運転及び保守管理並びにこれらに係る技術

開発。
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2.1 特定施設及びユーティリティ施設の運転保守 

 工務技術部が所管するユーティリティ施設・機械室設備の運転管理及び保守を年間計画通りに

実施した。また、震災により停止した機器等については、詳細な点検を実施したのち運転を再開

した。2.1.1～2.1.21 に各建家での主だった出来事(機器の故障、工事、点検、被災した設備・機

器の復旧工事及び原子炉施設等の運転再開に向けた点検)を、2.1.22 に各施設の検査の状況を紹

介する。 

 

2.1.1 JRR-3 

(1)JRR-3 非常用発電機分解点検 

前年度の非常用電源設備メーカー点検において指摘された、タービンノズル等の交換を含め

たパワーセクションオーバーホールを平成 23 年 6 月 9 日～平成 23 年 6 月 16 日にかけて実施

した。詳細については、2.11.1 参照。 

 

(2)JRR-3 二次冷却塔変圧器更新工事 

震災の影響により二次冷却塔の配電盤内に設置してある 500kVA モールド変圧器が変形し、

巻き線間が密着した。相間短絡による事故が懸念されたため、平成 23 年 9 月 27 日、交換工事

を行った。なお、工事完了までの期間、ろ過水の供給は、構内直送系から供給した。 

(写真 2.1.1-1 参照) 

 

  

500kVA モールド変圧器の変形        500kVA モールド変圧器更新後 

写真 2.1.1-1 ＪＲＲ－３二次冷却塔変圧器更新工事 

 

(3)JRR-3 実験利用棟コンクリートピット防水工事 

震災の影響により、実験利用棟ホット機械室内の廃液貯槽室ピット(二重ピット：外側コン

クリート、内側ステンレス)に外部からの入水が確認されたため、平成 24 年 1 月 12 日～平成

24 年 2 月 10 日にかけて、ステンレスピットを取り外し、外側のコンクリートピットの止水工

事を行った。(写真 2.1.1-2 参照) 

                                  (砂押 和明) 
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廃液ピット補修完了後 

廃液貯槽室ピット取り外し中            

写真 2.1.1-2 JRR-3 実験利用棟コンクリートピット防水工事 

 

 

2.1.2 Pu・再処理地区(プルトニウム研究 1棟、液体処理場、汚染除去場、圧縮処理施設、固体

廃棄物一時保管棟、再処理特別研究棟(廃液長期貯蔵施設含む)、ウラン濃縮研究棟、加速器

機器調整建家) 

(1)プルトニウム研究 1棟非常用電源設備点検整備作業 

プルトニウム研究 1 棟に設置してある非常用発電機は、平成 12 年製造のディーゼル機関で

ある。今回は、メーカーが定める点検整備基準 5 種点検を平成 24 年 2 月 10 日～平成 24 年 2

月 16 日にかけて、実施した。機関としてエンジン本体、潤滑油系統、燃料系統、冷却水系統、

給排気系統及び始動停止装置、発電機、自動始動発電機盤等の配電盤の点検を実施した。 

今回の点検では本設備の機能面で特に問題がなかったが、所見として次回点検時にオイルパ

ンのガスケット交換、冷却水ヒーター清掃及び電気部品の交換計画の推奨があったことから検

討することとする。 

 

(2)被災したプルトニウム研究 1棟排気ダクト亀裂について 

震災により管理区域内の塩ビ製排気ダクトに亀裂が生じた。亀裂等が生じた排気ダクトは強

固にテーピング等による応急措置を施し、その後スモークテスタにより措置部の漏えい確認を

実施し、平成 23 年 5 月 26 日より給排気設備の運転を開始した。当該ダクトの補修については

使用規則第 2条の 5工事の技術上の基準への適合性のうち「セル等の負圧維持の機能」及び「フ

ード開口部の風速維持の機能」に該当するため施設検査（外観検査）を受検することになった。 

平成 24年 2月 14日工務技術部内安全審査会及び平成 24年 2月 23日使用施設等安全審査会

の審議を受け平成 24 年 3 月 28 日施設検査申請を行った。平成 24 年度には、排気ダクト亀裂

部を塩ビ溶接により補修するとともに耐震 C クラスのダクトサポートを設置する工事を行い、
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施設検査を受検する予定である。 

                                  (伊藤 徹) 

 

 

2.1.3 FCA 地区(FCA、SGL、TCA、新型炉実験棟) 

(1)TCA 放射性廃液配管(管理区域外)の補修について 

震災により TCA の管理区域外(屋外排風機エリアピット内)に敷設された放射性廃液配管が

破断した。また同一系統で埋設されている配管の一部に変形が確認された。 

震災により使用を停止していた同系統の補修が平成 23 年 11 月 30 日完了したため使用を再

開した。補修にあたっては設工認の必要のないことを規制当局に確認後、作業場所にグリーン

ハウスを設置し一時的な管理区域に指定して、万一の放射性物質の漏えいに備えて作業を行っ

た。 

  

(2)FCA・TCA 原子炉施設の健全性確認作業 

震災を受け、原子炉施設の健全性の評価として、原子炉施設の運転に係わるすべての機器・

配管系の設備等について妥当性を確認するため健全性確認点検を実施した。TCA に於いては平

成 23 年 11 月より気体廃棄設備及び液体廃棄設備等について規制当局の妥当性確認を受け、気

体廃棄設備について終了した。FCA に於いても平成 24 年 1 月より健全性確認点検を実施して

いる。 

                                  (柴山 雅美) 

 

2.1.4 NSRR 

(1)NSRR 機械棟給排気ダクト補修工事 

排風機室壁貫通部給気ダクトの損傷箇所は一部を更新し、排風機室内排気ダクトの接合部に

隙間が生じた箇所は補修した。また、サポートの破損についても補修するとともに、給排気ダ

クトの損傷箇所の近傍には、サポートを追加して補強した。 

 

(2)NSRR 機械棟照明器具更新工事 

機械棟(非管理区域)5 台、排風機室(管理区域)11 台の照明器具が落下等により破損したため

更新した。これだけの台数が破損した要因には、取付状態がチェーンによる吊り下げであるこ

とが影響したものと考えられる。 

 

(3)NSRR 消火栓配管補修工事 

地震後に消火栓圧力が低下していることが確認された。圧力低下の原因と考えられる漏水箇

所の調査を実施した。調査の結果、建家内の露出配管や消火栓からの漏水は確認できなかった

ため、工業用水系から微圧通水を継続的に行って、地中埋設配管付近の地盤沈下チェックや露

出配管の流水音チェックにより、制御棟南側地中埋設配管からの漏水を確認したため補修した。 
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(4)NSRR 機械棟排風機室床壁亀裂補修工事 

約 10 箇所の排風機室床クラック、約 5 箇所の水処理室床クラック及び原子炉棟排気フィル

ターユニット A 土台クラックについて、注入器を用いてエポキシ樹脂(1mm 以下のクラックに

は低粘度タイプ、1mm 以上には高粘度タイプ)を注入したのち硬質ウレタン樹脂塗装を実施し

た。 

 

(5)NSRR 機械棟排風機室上水配管補修工事 

排風機室入口手洗器の倒壊に伴って、床貫通部の給水管(上水)が破断した。当該配管はコン

クリート床埋設配管のため、機械棟屋外南側の地中埋設配管の分岐箇所を切断して当該系統を

切り離し、機械棟内の上水配管から分岐して露出配管により敷設した。 

 

(6)NSRR 冷温水配管撤去工事 

居室棟 1階床下及び天井裏のファンコイル系冷温水配管が損傷した。ファンコイルは以前か

ら老朽化により使用停止しているものが多いことや、各居室にはエアコンが設置されているこ

とから、本体施設管理者と協議の結果、ファンコイルを廃止することになった。このため、居

室棟への冷温水往・還配管の切り離し及び熱交換器の撤去を実施した。なお、熱交換器の撤去

においては、第一種圧力容器の廃止に係る官庁手続を安全対策課に依頼し、水戸労働基準監督

署長あてに廃止報告を行い受理された。 

                                   (荻原 秀彦) 

 

 

2.1.5 放射線標準施設棟地区(放射線標準施設棟、使用済核燃料貯蔵施設(北地区)、第２保管廃

棄施設、産学連携サテライト、荒谷台診療所) 

(1) 放射線標準施設棟(既設棟)貯蔵室給排気防火ダンパーの設置 

放射線標準施設棟(既設棟)の平成 20 年度の RI 定期検査において、既設棟 2階貯蔵室の給排

気ダクトに防火ダンパーを設置することを検討するようにとの検査官からのコメントがあり、

本体側より本体施設に係る許可申請書の変更に合わせて行いたいとの意向を受け、当初の予定

より 2年遅れで実施することになった。 

申請手続きは本体側より行われ、平成 23 年 3 月 29 日、変更の許可が下りたため、平成 23

年 6 月 29 日に工事を実施した。 

[防火ダンパーの仕様]㈱深川製作所製 形式：FDL-1 給気：150×200 排気側：150×150 

なお、設置の確認は平成 23 年度の RI 定期検査(平成 23 年 7 月 1日)で受けた。 

 

（2）放射線標準施設棟(既設棟)冷温水配管の補修 

震災発生後施設の点検を行ったところ、地階廃液貯蔵室の天井部を通っている冷温水配管

(SGP50A、保温あり)から水が滴下していることを発見した。 

直ちにビニール養生を行ったが、その後滴下は見られなかった。後日滴下部付近の保温材を

取り外して確認したところ、破損等は見られなかったため、しばらく要観察とした。 
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冷房準備のため、平成 23 年 6 月 8 日に冷温水配管へ通水後、配管の外観点検を行った   

ところ、2階のパイプシャフト内でフランジねじ込み部の腐食した部分から漏水していること

を発見した。震災時の滴下は、当時は温水を通しており、地震の揺れによってねじ込み部の腐

食箇所が破損したため漏水し、その水が保温材の中を通り地下まで流れたものと思われる。 

直ちに施設保全課へ補修を依頼した。冷房シーズンには間に合わなかったが、平成 23 年 7

月 26 日に補修工事を行い、翌 27 日より既設棟の冷房運転を開始した。 

 

(3)放射線標準施設棟(既設棟)東側雑排水管の補修 

震災後、平成 23 年 3 月 30 日までに上水配管、工水配管及び排水管の目視点検、通水試験を

実施し、使用を再開していたが、4 月 11 日に発生した余震により建家屋外東側の地盤沈下部

で漏水が発生したことを翌 12 日に発見した。付近を掘削したところ、マンホールに入る手前

で雑排水管(SGP75A)が破断していることを確認した。直ちに施設保全課へ工事依頼をし、4月

20 日に補修を完了した。なお、地盤沈下によりマンホールの高さが下がったため、接続には

塩ビ管(VU)のエルボを使用して高さを合わせた。 

                                  (志賀 英治) 

 

 

2.1.6 研究棟地区(第 1 研究棟、第 2 研究棟、第 3 研究棟、図書館、旧図書館、大講堂、第 1 事

務棟、第 2 事務棟、構内食堂、構内売店、原子力弘済会、第 1・2 車庫、試料処理室、体内

RI 分析室、先端基礎研究交流棟) 

(1)第 1 研究棟冷却塔補修工事 

震災の影響により第１研究棟西棟のレシプロ冷凍機用の冷却塔 2基とも支柱が折損した。冷

却塔 1基については、支柱の補強を実施した。もう 1基については補強が困難なため、原子炉

特研に設置されていた使用停止中の冷却塔を移設する工事を平成 23年 7月 4日～平成 23年 8

月 12 日にかけて実施した。 

                                  (根本 政広) 

 

2.1.7 第 4 研究棟 

(1) 第 4 研究棟西棟換気空調設備運転時の制御リレー交換 

平成 23 年 9 月 10 日の構内全域停電前に全ての換気空調設備を停止し、平成 23 年 9 月 12 日

～平成 23 年 9 月 13 日にかけて低圧回路電気設備点検を実施していた。平成 23 年 9 月 14 日

10 時に西棟の換気空調設備の運転再開のため夜モード運転にて排気 8系統、排気 4系統、排

気 3系統、排気 1･2 系統の順次起動運転の確認を行っていたところ、排気 8系統は起動したが

他の系統は起動しなかった。 

原因調査したところ、起動時に排気 8系統が起動した後に排気 4系統以降を順次起動させる

制御リレーの不具合であることが解った。 

午後から専門業者による調査を実施し、制御リレー及び制御リレーを作動させるタイマーの

経年劣化を起因とする作動不良を確認した。 
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不具合を起こした制御リレー及びタイマーは現在生産中止のため、同機能を有する代替品に

交換した。 

 

(2) 第 4 研究棟東棟及び西棟パイプシャフト内廃液配管継手部経年化対策 

第4研究棟東棟及び西棟の第2種管理区域であるパイプシャフト内に敷設してある廃液排水

配管(セミホット、ホット)及び一般排水配管の経年化対策として、配管継手部に漏水防止用テ

ープ(LLFA テープ)による補修(東棟約 440 箇所、西棟約 540 箇所)を平成 24 年 3 月 14 日～平

成 24 年 3 月 30 日にかけて実施した。 

 

(3) 第 4 研究棟東棟及び西棟排気ダクト補修 

第 4研究棟は福島原発事故の対応施設として、本体側より早期の運転再開の要求があり、西

棟は破損した 3系統を早急に補修し、負圧・風向維持のため、東棟給排気設備運転再開まで１

～4階までの各階廊下の防火戸を閉めた状態で平成 23 年 4 月 15 日より運転再開した。東棟は

破損した 7 系統の補修終了後、各階防火戸を開け 5 月 26 日より運転を再開した。破損部は、

西棟が鋼板ダクト接続部、東棟は塩ビ製ダクト本体が主だった。 

 

(4) 第 4 研究棟西棟蒸気安全弁放出管補修 

西棟に設置されている蒸気配管は、震災により建家壁との接触部配管が破損した。配管の更

新及び溶接等必要な補修を実施し復旧した。 

                               (三代 浩司) 

 

 

2.1.8 タンデム加速器棟地区(タンデム加速器棟、タンデム加速器棟付属電源建家、工作工場、

FEL 研究棟、2.2MeV VDG、4 号倉庫(管財課倉庫）、情報システムセンター、原子力コード特

研、超高圧電子顕微鏡) 

 (1)タンデム加速器棟ろ過水揚水ポンプ更新工事 

平成 23 年 8 月 12 日に屋上水槽 HT-3 水位低警報が発報した。調査したところ、ろ過水揚水

ポンプ 2台の圧力に変化が見られたため、後日共用水槽内を点検することにした。 

平成23年 8月 23日に共用水槽内ろ過水揚水ポンプの点検を実施し漏水箇所を発見し応急措

置を行った。ポンプの補修方法を検討した結果縦型ポンプから水中ポンプに変更することにし

た。 

平成 24 年 1 月 20 日～平成 24 年 1 月 27 日にかけてポンプの更新工事を実施した。 
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(2)工作工場再建に伴う器材倉庫幹線盛替え工事 

工作工場は被災後の耐震診断の結果、被害が著しく補修等での復旧ではなく、工作工場の鉄

骨造建家全体を再建することとなった。 

工作工場再建に伴い工作工場電気室から器材倉庫への単相系及び三相系幹線ケーブルを核

融合特研電気機械室に盛替える工事を平成 24年 2月 25日～平成 24年 2月 26日にかけて実施

した。 

                                 (根本 政広) 

 

 

2.1.9 研究炉実験管理棟・JRR-1 地区(研究炉実験管理棟、JRR-3 実験利用棟(第 2 棟)、JRR-1、

原子炉特研、リニアック棟、陽子加速器開発棟、大学開放研、非破壊測定実験室、核融合特

研、材料試験室、Co60 照射室、JFT-2 建家、研究棟付属第 1棟、研究棟付属第 2棟、研究棟

付属第 3棟、スポーツハウス、南警備室、核融合管理付属第 2棟、資料室、格納容器試験棟） 

 (1) 核融合特研給気第 1系統ファンモーター更新工事 

平成 24 年 1 月 23 日、核融合特研の給気第 1系統(居室系)のファンモーター軸受からの異音

が発生したため、モーターを更新した。(写真 2.1.9-1 参照) 

                               

     

          ファンモーター交換前               ファンモーター交換後 

写真 2.1.9-1 核融合特研給気第 1系統ファンモーター更新工事 

 

(2)研究炉実験管理棟冷温水配管圧力試験(健全性確認) 

研究炉実験管理棟の冷暖房用ファンコイル用の冷温水配管が漏水し、7月 8日に補修工事を

実施したが、7 月 13 日に 3 階系統の冷温水配管の一部から漏水したため、冷温水配管全系統

の健全性確認を平成 24 年 2 月 10 日～平成 24 年 3 月 2 日まで実施した。結果は、全系統とも

漏水は無かった。(写真 2.1.9-2 参照) 

(黒沢 重雄) 

 

 



JAEA-Review 2013-025 

- 16 - 

          

写真 2.1.9-2 試験圧力(約 0.4MPa) 

 

 

2.1.10 高度環境分析研究棟 

(1)高度環境分析研究棟風量指示調節器の更新 

平成 23 年 5 月 14 日(土)17 時 17 分頃、落雷により瞬時電圧降下が発生したため、不足電圧

継電器が動作し、給排気設備が全系統停止した。当該事象は瞬時電圧降下発生時連絡の降下率

（約 20％）未満であり、給排気設備停止による副警報盤への信号も無いため、係員への連絡

がなく、処置及び対応が遅れる原因となった。施設の運転は停止中であった。 

対策として、不足電圧継電器の動作時間｢90V0.1S｣を｢90V5S｣に変更するとともに、AC-4 系

統を監視している風量指示調節器を接点付に更新し、風量低下で副警報盤に警報が発報するよ

う改修した。 

 

(2)高度環境分析研究棟サンプピット満水リレーの更新 

平成 23 年 7 月 12 日(火)00 時 30 分頃、副警報盤に｢サンプピット満水｣警報が発報した。本

警報は、廃液貯槽室のサンプピット及びサービスエリア下の湧水ピットの満水を一括して発報

させるものである。 

発報時の点検において、サンプピット及び湧水ピットとも水の流入はなく、溜まり水もない

ことを確認した。調査の結果、サンプピット満水警報リレーの接点不良と判明したため、平成

23 年 8 月 15 日に交換を実施し、正常状態への復帰を確認した。 

 

(3)高度環境分析棟サービスエリア空調機管理方法(温度設定)の変更 

平成 23 年 7 月 30 日(土)20 時 00 分頃、副警報盤に｢サンプピット満水｣警報が発報した。点

検の結果、サービスエリアに設置されている空調機(ファンコイルユニット)から発生した結露

水が湧水ピットに流入し満水となっていることを確認した。 

当該空調機の温度設定が、サービスエリアの温度設定よりも低かったため結露しやすい状況

であった。 
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結露水が発生した空調機の今後の運転について本体施設管理者と協議した結果、平成 23 年

8 月 1日から空調機の温度をサービスエリアの温度設定よりも高く設定し、空調機が結露しな

いことを確認した。 

 

(4)高度環境分析棟消火水槽補修工事 

平成 24 年 2 月 27 日(月)～平成 24 年 3 月 1 日(木)にかけて、震災で傾いた消火水槽の補修

工事を実施した。補修方法は、コンクリート基礎と水槽ベースとの間に鋼材を入れて水平に安

定させた。(写真 2.1.10-1 参照) 

(黒沢 重雄) 

 

     

           補修前                  補修後 

写真 2.1.10-1 消火水槽補修工事 

 

 

2.1.11 トリチウム地区(トリチウムプロセス研究棟、HENDEL、高温工学特研、情報交流棟、機械

化工、高温熱工学、モックアップ棟、核燃料倉庫) 

(1)高温工学特研共同溝排水ポンプ更新 

高温工学特研共同溝に設置してある排水ポンプ(水中ポンプ)は、実験用蒸気配管の漏えいや

各居室や実験室よりドレンが共同溝内に流入した際に排水するために設置されたものである。

設置後 33 年経過し内部の腐食が著しく、性能低下が認められたため、ポンプの更新を実施し

た。 

                                  (三代 浩司) 

 

 

2.1.12 燃料試験施設 

(1)燃料管理施設操作室系空調機ファン更新工事 

燃料試験施設の空調機は、昭和 53 年に設置したものである。操作室系の空調機について予

防保全の観点から送風機のファン、シャフト等の交換を平成 24 年 3 月 15 日～平成 24 年 3 月

23 日にかけて実施した。 

                                (根本 政広) 
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2.1.13 安全工学研究棟地区(安全工学研究棟、FNS 棟、環境シミュレーション試験棟、大型非定

常ループ実験棟、二相流ループ実験棟) 

(1)環境シミュレーション試験棟給気第 4系統空調機モーター更新 

震災後、給排気設備は建家の壁にクラックが発見されたため、運転休止中であったが、壁の

仮補修が終了したため、平成 23 年 6 月 29 日に試運転、平成 23 年 7 月 1日から運転再開した。 

運転再開後、しばらくは異常なく運転していたが、平成 23 年 7 月 25 日の始業点検で給気第

4系統(居室系)空調機モーターから振動と異音が生じていることを機械室員が確認した。 

直ちに施設保全課へ補修工事を依頼し、平成23年 8月 11日にモーターの更新工事を行った。 

[モーター仕様]東芝製 型式：IK 200V 3.7kW 

試運転の結果、異音等もなく正常であることを確認した。 

 

(2)FNS 建家ベビコン№2電磁接触器交換 

平成 23 年 7 月 14 日の始業点検で、№1 のベビコンが停止し、№2 がバックアップしている

ことを機械室員が発見した。調査の結果、ベビコン本体付属の電磁接触器がチャタリングを起

こし、サーマルトリップしたことが判明した。予備機として保管してあるベビコンから、電磁

接触器(日立製 HK-35)を取り外し、№1 のベビコンへ付け替えた。試運転の結果、異常のない

ことを確認した。 

 

(3)FNS 建家非常動力盤給気第 3系統用 MCCB 動作不良 

平成 23 年 9 月 14 日、受変電設備(低圧)の定期点検を実施していた。復電後、動力盤の排気

第 3系統 MCCB(75A)が経年劣化による動作不良により投入出来なくなった。翌日も高圧側の定

期点検のため、建家の給排気は停止中で施設の影響はなかった。施設保全課へ補修依頼を行い、

翌 15 日、仮設として 100A の MCCB を取り付けた。 

本設は、10 月 15 日の所内全域停電に合わせて、75A の MCCB(三菱電機製 NF100-SS)を取り付

けた。 

 

(4) FNS 屋上消火栓ポンプ充水配管の漏水補修 

平成 24 年 2 月 10 日、危機管理課の依頼により、屋内消火栓ポンプの放水圧力試験のため起

動させた。その後、屋上の点検を行ったところ、消火栓ポンプ充水配管から漏水していること

を発見した。 

直営により漏水部にネオプレンゴムをあて、その上から LLFA テープ（自己融着シリコーン

ゴムテープ：漏れ補修材）を 5重巻きして補修した。 

建家が海岸に面していることにより、塩害で配管が腐食したものと思われる。なお、部分的

に著しい腐食が見られるため、配管全体の更新を検討する。 
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(5)安全工学研究棟 1階工水給水管の漏水補修 

震災後に施設の点検を行ったところ、建家南側の屋外Ｕ字溝に 1階床のコンクリート亀裂部

から水が流れ込んでいることを機械室員が発見した。水の系統を調べたところ 1階実験室系の

工水配管が漏水していることが判明した。断水による影響範囲は、1階実験室とトイレだけで

あったため、建家管理者の了承を得て、実験室系の元弁を閉止した。 

施設保全課へ補修工事を依頼し、既設配管が床埋設であり破断箇所が特定できなかったため、

平成 23 年 4 月 19～平成 23 年 4 月 21 日にかけて元弁から管末のトイレまで配管(塩ビライニ

ング鋼管、40A、25A、20A)を新たに敷設した。 

                                    (志賀 英治) 

 

2.1.14 廃棄物安全試験施設 

(1)廃棄物安全試験施設ターボ冷凍機№2ベーンの点検整備 

ターボ冷凍機№2のベーン用ギア部に不具合を生じ運転に支障をきたしたため、平成 23 年 8

月 1日～平成 23 年 8 月 3日にかけて点検整備を実施した。 

点検の結果、錆発生によりベーン駆動部の固着が発生していた。錆発生要因として、Oリン

グ等の消耗品の経年劣化によるエアー混入があったと推測されるので他の消耗部品の交換を

推奨するコメントがメーカーよりあった。 

 

(2)廃棄物安全試験施設蒸気環水管補修 

地階機械室及び 2階機械室に設置されている 1次及び 2次蒸気環水管は、地震により配管に

亀裂及び破断が生じた。配管の更新及び溶接等必要な補修を実施し、暖房期間前に復旧した。 

 

                                 (三代 浩司) 

 

2.1.15 廃棄物処理棟地区(第 1廃棄物処理棟、第 2廃棄物処理棟、第 3廃棄物処理棟)  

(1)第１廃棄物処理棟受変電設備真空開閉器(VCS)の投入不良事象 

平成 24 年 2 月 18 日、第 2排水溝更新に伴う高圧ケーブル他盛替工事のため、建家停電、復

電操作を実施していた。F65分岐盤の第 1廃棄物処理棟向け遮断器投入により建家まで受電し、

動力系、電灯系各々の VCS を手元スイッチで投入しようとしたが、投入出来なかった。原因を

調査したところ、VCS 投入電源の整流器の出力電圧が銘板に表示されている電圧値より高く、

投入コイルの損傷が疑われた。VCS 単体の手動投入が可能であること、保護継電器(OCR)との

連動試験の結果、遮断することが確認されたため、VCS を手動で投入し、負荷を接続した状態

で、F65 分岐盤の第 1廃棄物処理棟向け遮断器を投入して、建家の復電を行った。 

なお、VCS(動力系、電灯系、計 2台)は平成 24 年度に更新する予定である。 

   

(2)第 2 廃棄物処理棟処理済廃棄物収納セル負圧異常警報発報  

平成 23 年 5 月 26 日、始業時の巡視点検でサービスエリア内の廃棄物処理セル差圧発信器用

減圧弁のドレン抜きを行うため、エア抜きのボタンを操作したところ、ドレン抜きからエアが
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止まらなくなり、負圧異常の警報が発報した。実際のセルの負圧に異常はなく、空気信号の一

時的停止による誤発報であった。エア漏れした減圧弁を交換し、負圧の状態が正常であること

を確認した。 

後日実施した負圧制御機器点検メーカー(アズビル)の現場確認結果によると、減圧弁の動作

不良の疑いがあることと、通常状態でドレン抜きを行うと信号圧が低下するので、給排気運転

中には行わない方が好ましいとの見解であった。 

 

(3)第 3 廃棄物処理棟気体廃棄設備風量検査(立会検査)時の不具合 

廃棄物処理場の平成 23 年度第 1 回施設定期検査が平成 23 年 10 月 17 日～平成 23 年 10 月

21 日にかけて実施された。今年度は震災後初の検査のため、すべて立会いで行われた。平成

23 年 10 月 20 日に実施した風量検査において、第 3 廃棄物処理棟の排気第 4 系統が基準風量

に満たなかった。原因を調査した結果、Pre フィルタの差圧が 0.28kPa(前日 0.25kPa)に上昇

していたことが判明し、直ちにフィルタ交換を行い、翌日の再検査で基準風量を満たし合格し

た。今後は検査官からのコメントを反映して、フィルタ差圧の上昇により、基準風量に満たな

くなる恐れのある排気第 3系統、第 6系統及び今回の第 4系統については排気フィルタの管理

基準を Pre0.25kPa、HEPA0.29kPa で管理することとした。 

 

(4)第 2 廃棄物処理棟冷却塔補給水管の補修 

平成 23 年 5 月 30 日に冷房準備作業のため冷却塔内部の点検を行っていたところ、補給水管

(ボールタップ給水)が水槽の付け根部分で破断していることを発見した。 

屋外冷却塔は、冷房シーズンに運転する機器であったため、冷房準備作業を行うまでの間冷

却塔の内部を確認しておらず、発見が遅れた。冷却塔に補給水が入らないと冷房運転に支障が

あるため、直ちに施設保全課へ工事依頼を行った。 

平成 23 年 6 月 27 日～平成 23 年 6 月 28 日にかけて補修工事を行い、冷房シーズン前に復旧

した。 

 

(5)第 2 廃棄物処理棟屋外工水配管及び雨水排水管の補修 

平成 23 年 5 月 31 日の検針で工水の使用量が多かったため、漏水があることを疑い、建家内

の配管及び屋外埋設部の点検を行ったところ、建家北東角のマンホールに雨水排水管からの異

常な流れ込みを確認した。付近に建家屋外の浄化槽清掃用散水栓への給水管(鋼管 20A)が埋設

されているため、建家内の元弁を閉めたところ、マンホールへの流れ込みが止まった。配管図

を確認したところ、散水栓用の給水管と雨水排水管(塩ビ管 100A)が平行に埋設されているこ

とがわかった。震災及び余震の影響で平行に埋設されている付近が陥没しているため 2本とも

破断し、漏れた工水が雨水管に浸水し、マンホールに流れ込んだものと思われる。 

施設保全課へ補修を依頼したが、工水については、建家側と協議して散水栓への給水は停め

ることとし、元弁で閉止した。雨水排水管は 2 カ所破断箇所が確認されたため、平成 24 年 2

月 9日～平成 24 年 2 月 15 日の間で工事を行った。合わせて工水元弁出口でプラグ止めを行っ

た。 
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(6)第 3 廃棄物処理棟受変電設備モールドトランス各相間離隔距離の不均等事象 

平成 23 年 6 月 16 日の受変電設備の定期点検で、震災の影響により動力系三相モールドトラ

ンスの各相コイルの離隔距離が狭い箇所が発見された。受変電設備定期点検を平成 23 年 6 月

17 日まで延長し、トランスメーカー(日立産機)による点検を実施した。その結果、使用には

特に支障はないとのことであったが、動く範囲で位置の修正等の補修を実施した。 

 

(7)第 3 廃棄物処理棟除湿器の更新 

震災後、冷却水槽室に設置されている空気圧縮設備の外観点検を終了し、平成 23 年 4 月 1

日に試運転を開始したところ、空気圧縮機№2用除湿器のファンが動かなかった。外観点検で

は異常は確認できなかったが、地震により軸のずれが生じたものと思われる。 

施設保全課へ補修依頼をし、平成 23 年 7 月 7日に更新工事を実施した。 

[更新後の除湿器]日立製 型式：HD-25HXA  

                                 (志賀 英治) 

 

2.1.16 NUCEF 

(1) NUCEF 実験棟 A第 3給気系送風機のシャフト交換 

平成 23 年 9 月に実施した当該送風機のベアリング交換において、ファン側シャフトに摩耗

が確認され、軸径が管理基準値外であった。運転時に異音、振動等は認められず、バックアッ

プ機として使用可能なものであったが、予防保全の観点から当該送風機のシャフト交換を実施

した。詳細は、2.11.3｢NUCEF 実験棟 A第 3給気系送風機のシャフト交換｣のとおりである。 

 

(2) NUCEF 実験棟送排風機防振架台補修 

実験棟 A、Bに設置されている常用送排風機の防振架台は、設置後 19 年を経過し防振ゴムの

劣化による割れ、架台のズレ等が生じているため、補修を実施した。補修は、特に防振ゴムの

割れ、架台のズレが著しい 21 台の送排風機を選定し、防振ゴムの交換、架台のズレの修正を

行った。なお、NUCEF には同年代に設置された送排風機が多数設置されているため、予防保全

の観点から計画的な補修の検討が必要である。 

 

(3) NUCEF 管理棟工水揚水ポンプ(B)更新 

管理棟工水揚水ポンプは、設置後 19 年を経過し、内部の腐食が著しく、性能低下が認めら

れたため、ポンプの更新を実施した。なお、同年代に設置された工水揚水ポンプ(A)について

も予防保全の観点から更新の検討が必要である。 

 

(4) NUCEF 気体廃棄設備のベアリング更新 

NUCEF に設置されている気体廃棄設備は、24 時間連続運転であるため、毎月 1回連続運転機

器の主機切替えを実施しているが、各送排風機のベアリグの消耗は顕著である。そのため、ベ

アリングの軽微な異音・振動が発生した送排風機について、毎年ベアリングの更新を実施して

いる。平成 23 年度は、計 4台の送排風機について、ベアリングの更新を実施した。 
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(5) NUCEF スクリュー型空気圧縮機用部品の購入 

圧縮空気設備は、常用系及び非常系それぞれ 2台のスクリュー型圧縮機と付属機器で構成さ

れ、計測・制御機器及びエアラインスーツ等に圧縮空気を供給するためのもので、原子炉施設

等の運転、施設の安全を確保するうえで重要な設備の一つである。しかしながら、当該圧縮機

は、平成 10 年に製造が中止となり、交換部品の調達が平成 24 年度で終了するため、交換部品

の確保が喫緊の課題となっている。なかでも、圧縮機構の主要部品であるスクリュー部(エア

ーエンド)は、メーカーが推奨する交換基準年数を超過しており、中長期的な設備の機能維持

を図るため、平成 23 年度は、常用系及び非常系それぞれ 1 台についてエアーエンドの購入を

実施した。残りの各 1 台については、平成 24 年度に購入する予定である。また、年次点検時

に発生する交換部品(消耗品)についても、平成 24 年度まで継続して購入を進めていく予定で

ある。 

本年度購入したエアーエンドについては、平成 24 年度の年次点検において常用系及び非常

系それぞれ 1台の部品交換を実施する予定である。 

 

(6) NUCEF 実験棟 A排気筒室床補修 

地震により排気筒下部トレンチ(第 1種管理区域)の床に亀裂が入り、地下水が侵入した。暫

定的な処置として仮補修を行い止水していたが、恒久的な処置としてポリウレタン樹脂注入に

よる亀裂の補修を行った。補修は、エキスパンションジョイント周囲の床について実施し、ポ

リウレタン樹脂注入後、防水モルタルにて床面を仕上げ、エポタール塗装を施した。 

 

(7) NUCEF 建家周辺給排水管他補修 

NUCEF 建家周辺地盤の陥没により、建家周辺に設置されている給排水管(屋外消火栓配管を

含む)が破断するとともに、多数の排水枡及び雨水枡が転倒した。これらの設備の補修は、建

家周辺地盤の補修と併せて実施し、一部を除き平成 23 年度中に復旧した。 

 

(8) NUCEF 実験棟蒸気配管他補修 

実験棟給気機械室 A、B に設置されている蒸気配管及び空調用冷水配管は、地震により一部

の配管に亀裂、破断及びサポートの変形が生じた。これらの設備の補修は、溶接等必要な補修

を実施し、それぞれ冷暖房期間前に復旧した。 

 

(9) NUCEF 管理棟雑排水ポンプ他更新 

管理棟雑排水ポンプ(A)及び排水ポンド排水ポンプ(A)は、地震後に絶縁不良となったため、

ポンプの更新を行った。なお、雑排水ポンプ(B)については、設置後 19 年を経過し腐食が著し

いため、予防保全の観点から更新の検討が必要である。 

 

(10) NUCEF 排水ポンド排水ポンプ電気設備補修 

管理棟周辺地盤の陥没により、ポンプに電源を供給するケーブルが引き伸ばされ、管理棟

東側壁面に設置されているプルボックス内で損傷を受け、絶縁不良となった。補修において
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は、既設管路が再使用できないため、ハンドホール南 154 から排水ポンドまでの管路を新設

し、ケーブルの引替えを実施した。 

 

(11) NUCEF 管理棟ターボ冷凍機補修・点検 

管理棟機械室(Ⅰ)に設置されているターボ冷凍機 A 号機は、地震により冷媒系統にエアー

が混入し、高圧カットにより起動できない状態となった。原因は、地震により蒸発器のサー

ビスバルブフレアナットが緩んだことによるものであり、増し締め後、冷凍機の漏えい試験、

加圧試験及び真空引き作業を実施し、冷媒充填後、正常な状態に復旧した。 

                            (本郷 悟志) 

 

2.1.17 JRR-2 地区（JRR-2、RI 製造棟） 

(1) 震災の復旧に伴う管理区域外の廃液配管の点検作業 

震災により使用を停止した液体廃棄設備のうち、管理区域外にある廃液配管等の使用再開に

向けての点検を実施した。 

JRR-2 の点検作業は、埋設配管であり震災により建家躯体と屋外の境に段差・陥没があり破

損の可能性がある箇所を、一時的な管理区域の指定を行い、掘削し目視点検及び通水試験（炉

室系配管・研究室系配管の 2系統 8箇所）を平成 23 年 5 月 16 日～平成 23 年 5 月 30 日にかけ

て実施した。 

RI 製造棟の点検作業は、保温材で覆われた配管及び露出配管であり、一時的な管理区域の

指定を行い、外観目視点検及び通水試験（タンクローリー用排水配管・タンクローリー用戻り

配管の 2系統）を平成 23 年 5 月 30 日～平成 23 年 6 月 4日にかけて実施した。 

JRR-2・RI 製造棟ともに、異常のないことを確認した。 

 

(2) RI 製造棟 震災の復旧に伴う補修工事 

使用再開に向けて下記の補修工事を実施した。 

・実験盤系統幹線補修工事（平成 23 年 7 月 11 日～22 日） 

・300 エリア 600 エリア地下ピット廃液配管補修工事（平成 23 年 7 月 25 日～27 日） 

・排水枡、埋設排水管補修工事（平成 23 年 7 月 26 日～8月 8日） 

・埋設汚水管補修工事（平成 23 年 7 月 28 日～29 日） 

・第 2 RI 排風機室 排気第 1系統、第 3系統ダクト補修工事（平成 23 年 8 月 2日） 

・600 エリア地下ホットダクト内、廃液配管補修工事（平成 23 年 11 月 21 日～30 日） 

・排気フィルターユニット及びチャンバー基礎部補修工事（平成 24 年 1 月 16 日～20 日） 

・スクリュー冷凍機補修工事（平成 24 年 2 月 1日～29 日） 

 

（宇野 秀一） 
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2.1.18 ホットラボ 

(1) ホットラボ排気ダクト他補修工事 

震災により、地下排風機室に設置してある排気第 15 系統の塩ビ製排気ダクトの一部及びフ

ィルタユニットのコンクリート基礎の一部に亀裂が生じたため（写真 2.1.18-1）、排気ダクト

及びフィルタユニットの補修工事を平成 23 年 6 月 1日～6月 15 日にかけて実施した。 

（写真 2.1.18-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.1.18-1 フィルタユニット基礎部（補修前） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.1.18-2 フィルタユニット基礎部（補修後） 

 

(2) ホットラボ排気フィルタユニット基礎塗装補修 

上記(1)で記載した排気第 15 系統フィルタユニット基礎部の補修後に、塗装工事を平成 23

年 9 月 16 日に実施した。（写真 2.1.18-3） 
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写真 2.1.18-3 フィルタユニット基礎部（塗装後） 

 

(3) ホットラボ非常用発電機点検整備作業 

地下電気室に設置してある非常用発電機が前回の点検整備後 8年経過しているため、健全性

の確保を図るため機関等について点検整備を平成 23 年 11 月 28 日～平成 23 年 12 月 1 日にか

けて実施した。 

点検整備の結果は、主要部の損傷、異常磨耗等は認められなく良好であった。 

（和田 弘明） 

 

2.1.19 特高受電所地区（特高受電所、中央変電所、リニアック変電所、HENDEL 変電所、核融合

変電所、真砂寮、長堀寮、阿漕ヶ浦クラブ） 

(1) 阿漕ヶ浦クラブ受変電設備の撤去 

震災により阿漕ヶ浦クラブは、建家及び受変電設備が損壊し今後の営業を中止することにな

り、建家及び受変電設備の撤去を平成 23年 4月 8日～平成 23年 8月 12日にかけて実施した。 

(写真 2.1.19-1・2.1.19-2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.1.19-1 受変電設備       写真 2.1.19-2 阿漕ヶ浦クラブ建家 
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(2) 中央変電所 6kV 系遠方監視装置の改修 

中央変電所既設監視制御装置の一部である中央変電所 6kV 系統の監視装置は、監視機能を特

高受電所に移設するための改修工事を、平成 23 年 7 月 5日～平成 23 年 9 月 15 日にかけて実

施した。 

（杉山 博克） 

 

2.1.20 ボイラー及び配水場地区｛第 1ボイラー、第 2ボイラー、配水場（東海地区住宅他給水

設備、構内及び東海地区住宅他 LPG 供給設備、水戸地区住宅給水設備含む）、構内各建家

（クレーン設備、浄化槽設備）｝ 

 

(1) ボイラー関係 

本年度は、22年度に契約済繰越で予定していた第2ボイラー4号缶及び5号缶の燃料転換を、

震災の影響により 1 ヶ月延長して平成 23 年 7 月に完了した。また、震災により被災したボイ

ラー1 号缶から 5 号缶の傾き調整、耐火材積替え及び基礎の補修等を行った。（詳細について

は、2.11 トピックス参照） 

さらに、本年度契約済繰越で平成 24 年度に還水槽並びに硬水軟化装置の更新を行う予定で

ある。 

 

(2) 配水場関係 

原科研における用水は、平成 19 年度に茨城県工業用水、平成 20 年度に東海村上水を各々導

入し、平成 21 年度から使用が終了した設備について撤去工事を実施してきた。平成 22 年 3 月

に完了を予定していた久慈川沈砂池解体撤去工事は、震災の影響で平成23年 4月に完了した。 

平成 23 年度は、東海村合同庁舎前から真崎十文字、阿漕ヶ浦分岐弁から放水口までの区間

について撤去工事を実施する予定で契約したが、同一区域内で実施を予定していた茨城県歩道

整備事業との工程調整が困難となり、平成 24 年 7 月に完成する予定である。また、真崎地区

村道内に敷設されている住宅送水管の一部（約 200ｍ）を撤去した。（詳細については、2.11

トピックス参照） 

 

(3) 構内各建家設備（クレーン設備、浄化槽設備）点検等 

原科研構内各建家に設置されたクレーンの運転保守業務は、震災直後からクレーンの臨時点

検を実施し、クレーン補修の要否確認を行った。この結果をもとにクレーン管理者が、クレー

ン製造メーカー等による精密点検及び補修を行った。また、原科研構内各建家に設置された浄

化槽の点検業務は、震災の影響による亀裂等の発生で使用不能となった浄化槽の応急修理を施

設保全課機械チームに依頼し実施した。 

（松岡 広） 
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2.1.21 J-PARC 地区[リニアック棟（L3BT 棟含む）、3GeV シンクロトロン棟、3NBT 棟、物質・生

命科学実験棟（3NBT 下流部含む）] 

(1) リニアック棟廃液貯槽清掃作業 

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分に発生した震災により、リニアック棟加速器トンネルの壁及

び床に亀裂が入り、地下水湧水による浸水の影響で電磁石が水没の危機となった。緊急でサン

プピット排水経路の健全性を確認しトンネル内のゴミ等を含んだ水を廃液貯槽へ汲み上げる

必要性が発生した。3月 25 日から 4日間で約 200 ㎥を汲み上げ、その後も 9月上旬までの間、

5日から 7日周期で約 20 ㎥を廃液貯槽へ汲み上げた。 

上記作業を踏まえ排水ポンプ等への影響及び廃液貯槽内の汚れを慮し、廃液貯槽(1)及び(2)

の清掃作業を平成23年8月22日～平成23年8月26日にかけて実施した。清掃作業では汚泥、

ビニールの切れはし等が確認された。 

 

(2) J-PARC 施設冷温水ポンプ他軸受交換等作業 

J-PARC 各施設における冷水ポンプ、冷温水ポンプ及び冷却塔ファンは、加速器運転中にそ

のいずれかが停止した場合、要求負荷に応じ加速器運転を停止するまで影響を及ぼす可能性が

ある。そのため、機器の予防保全として、リニアック棟（L3BT 棟含む）、3GeV シンクロトロン

棟、3NBT 棟及び物質・生命科学実験棟(3NBT 下流部含む)の冷温水ポンプ類の軸受及び電動機

軸受等合計30台の交換作業を平成23年10月 11日～平成23年11月 16日にかけて実施した。

交換作業では、軸受ケース摩耗及びブラケット摩耗等の機器 5台を確認した。別契約で当該機

器の部品交換を実施した。 

 

(3) リニアック棟廃液移送ポンプ分解点検整備作業 

上記(1)で記載した汲み上げ作業開始の約 2ケ月後、廃液移送ポンプ(RP-0102)の吐出圧力が

低下し、ポンプ本体の温度上昇を確認した。推定される原因は廃液移送ポンプへの異物混入で

ある。その対応として、廃液移送ポンプ 2台の分解点検整備を平成 23 年 12 月 5 日～平成 23

年 12 月 9 日にかけて実施した。点検整備作業では、各廃液移送ポンプのインペラ及びベアリ

ングハウジングにおいて、インシュロック、ストッキング状の物、ビニール等の混入を確認し

た。（写真 2.1.21-1, 写真 2.1.21-2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.1.21-1 ポンプ設置状況 
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写真 2.1.21-2 インペラ内部の状況 

 

 

(4) MLF チラー冷凍機 RR-0106 ウィンドバッフル設置工事 

MLF 屋上に設置されている 6台の空冷チラー冷凍機は、建家全体の空調用として冷温水を製

造し、365 日安定に運転する必要のある重要設備である。冬期は冷凍機 5台を暖房用として運

転して温水を製造し、冷水は 1台の冷房専用機(RR-0106)で製造している。 

冬期において、外気低下と外乱(風)等の影響から冷房専用機の低圧カットによる異常停止が

過去数回確認された。本事象は、MLF 利用運転に影響を与える恐れがあり早急な対策が必要で

ある。 

上記事象の対策として、冷凍機本体の空気熱交換器に直接的な風が当たるのを防止するため

の風防板(ウィンドバッフル)を平成23年12月14日～平成23年12月15日にかけて設置した。

（写真 2.1.21-3, 写真 2.1.21-4） 

（山本 忍） 
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写真 2.1.21-3 ウィンドバッフル設置前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.1.21-4 ウィンドバッフル設置後 
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2.1.22 施設の検査の状況 

原子炉等規制法、放射線障害防止法、高圧ガス保安法及び労働安全衛生法の規定により定めら

れた施設及び設備について、法に基づく検査を実施した。各施設で実施した検査を表 2.1.22-1 に

示す。 

(蛭田 忠仁、鈴木 勝夫) 

 

表 2.1.22-1 平成 23 年度検査一覧表(1/5) 

RI 使用 
施設 

保安検査 

検査名 
 
 
建家名 
 

原子炉
施設施
設定期
自主検
査 

使用施
設等施
設定期 
自主検
査 

少量使
用施設
等自主
検査 

RI 使
用施設
等定期
自主検
査 

原子炉
施設保
安検査

使用施
設等保
安検査 検

査 

確
認 

冷凍高
圧ガス
保安検
査 

ボイラ・
第１種
圧力容
器性能
検査 

JRR-3 
H22/ 
11/20～ 
未定 

H22/ 
11/20～
H24/3/31 

  

6/13 
6/15 
8/25 
11/8 
11/9 

H24/1/18

5/27 
6/13 
6/15 
9/7 
12/6 
12/8 

H24/2/2

    

プ ル ト ニ
ウム研究 1
棟 

 
12/13～
H24/2/16  

8/2～ 
9/12

12/14～ 
H24/2/3

 

5/27 
6/17 
9/8 
12/8 

H24/2/2

7/4 7/1   

液 体 処 理
場 

   
9/7 

11/25～
H24/2/2

 

5/26  

6/14  

9/6,12/8

H24/1/31

6/27 6/30   

汚 染 除 去
場 

9/7   
9/7 
12/7 

6/14 

8/25 

11/11 

H24/1/20

 6/27 6/30   

圧 縮 処 理
施設 

     

5/26 

6/14 

9/6 

12/8 

H24/1/31

    

固 体 廃 棄
物 一 時 保
管棟 

9/7   
9/7 

11/25   6/27 6/30   

再 処 理 特
別 研 究 棟
(廃液長期
貯 蔵 施 含
む) 

  
5/12～ 
H24/2/29

 
       

ウ ラ ン 濃
縮研究棟 

  
5/9～ 
H24/2/28        
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表 2.1.22-1 平成 23 年度検査一覧表(2/5) 

RI 使用 
施設 

保安検査 
検査名 

 
 
建家名 

原子炉
施設施
設定期
自主検
査 

使用施
設等施
設定期 
自主検
査 

少量使
用施設
等自主
検査 

RI 使
用施設
等定期
自主検
査 

原子炉
施設保
安検査

使用施
設等保
安検査 検

査 

確
認 

冷凍高
圧ガス
保安検
査 

ボイラ・
第１種
圧力容
器性能
検査 

FCA 
8/1～ 

未定 

8/1～ 

未定 
  

6/13 
6/15 
8/24 
11/8 
11/11 

H24/1/19

5/25 
6/13 
6/15 
9/8 
12/6 
12/7 

H24/2/1 

  
11/29 

11/30 
8/23 

SGL   
4/15 ～

H24/1/11
       

TCA 
H23/1/11

～未定 
   

6/13 
6/14 
8/24 
11/8 
11/10, 

H24/1/20

     

NSRR H23/9/1 
～未定 

H23/9/1 
～12/12   

6/13 
6/16 
8/23 
11/8 
11/9 

H24/1/19

6/13 
6/16 
9/9 
12/6 
12/9 

H24/2/3

  
11/29 

11/30 
 

放射線標準
施設棟(既
設棟･増設
棟) 

  

8/22～ 
8/31

12/12～ 
H24/1/12

8/22～ 
8/31

12/12～ 
H24/1/12

  7/1 7/5  
9/13 

 

第 1 研究棟          10/４ 

第 2 研究棟         
11/29 
11/30  

大講堂          9/13 

第 4 研究棟   
4/15～
H24/3/2

4/15～
H24/3/2   7/8 7/6   

タンデム加
速器棟 

  
4/26～
H24/3/9

6/10～
H24/3/9   7/4 7/1  10/4 

原子力コー
ド特研 

         9/13 

研究炉実験
管理棟 

    
  

   9/13 
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表 2.1.22-1 平成 23 年度検査一覧表(3/5) 

RI 使用 
施設 

保安検査 

検査名 
 
 
 
建家名 

原子炉
施設施
設定期
自主検
査 

使用施
設等施
設定期 
自主検
査 

少量使
用施設
等自主
検査 

RI 使
用施設
等定期
自主検
査 

原子炉
施設保
安検査

使用施
設等保
安検査 検

査 

確
認 

冷凍高
圧ガス
保安検
査 

ボイラ・
第１種
圧力容
器性能
検査 

JRR-3 
実験利用棟
(第 2棟) 

  
8/4～ 

8/23

H24/2/6

～3/8

8/4～ 

8/23

H24/2/6

～3/8

  

7/4 7/6 

  

JRR-1 

  
8/19～

8/22 

H24/2/17

～3/8 

8/19～

8/22 

H24/2/17

～3/8 

  

7/1 7/1 

  

核融合特研 
  4/26～

H24/3/9
      8/23 

高度環境分
析研究棟 

  4/27～
H24/3/9

7/11～
H24/3/9

  
7/4 7/6 

 
8/23 

トリチウム
プロセス研
究棟 

  
4/1～

H24/3/2

4/1～

H24/3/2
  6/27 7/7  8/18 

HENDEL          10/4 

高温工学特
研 

         8/18 

核燃料倉庫   
4/1～

H24/3/3
       

燃料試験施
設 

 
10/25～

H24/2/9 
 

7/12～

H24/2/9
 

6/17  

9/7 

12/7 

 H24/2/1

7/4 7/7 
11/29 

11/30 

8/18 

10/18 

安全工学研
究棟 

         10/18 

FNS   
4/25～

H24/2/8

4/25～

H24/2/8
  6/28 7/6 

11/29 

11/30 
 

環境シミュ
レーション
試験棟 

   
4/26～

H24/2/24
  7/4 7/6  10/18 

廃棄物安全
試験棟 

 
7/11～

11/11 
 

7/11～

H24/1/26
 

6/16 

9/9 

12/9 

H24/2/3

6/28 7/7  10/18 
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表 2.1.22-1 平成 23 年度検査一覧表(4/5) 

RI 使用 
施設 

保安検査 

検査名 
 
 
 
建家名 

原子炉
施設施
設定期
自主検
査 

使用施
設等施
設定期 
自主検
査 

少量使
用施設
等自主
検査 

RI 使
用施設
等定期
自主検
査 

原子炉
施設保
安検査

使用施
設等保
安検査 検

査 

確
認 

冷凍高
圧ガス
保安検
査 

ボイラ・
第１種
圧力容
器性能
検査 

第 1 廃棄物
処理棟 

9/2～

10/5 

9/2～

10/5 
 

4/27～

H24/2/8

6/14 

8/25 

11/11 

H24/1/20

6/14 

9/6 

12/8 

H24/1/31

6/27 6/30   

第 2 廃棄物
処理棟 

9/1～

10/11 

9/1～

10/11 
 

4/27～

H24/2/8

6/14 

8/25 

11/11 

H24/1/20

6/14 

9/6 

12/8 

H24/1/31

6/27 6/30   

第 3 廃棄物
処理棟 

9/5～

10/5 

9/5～

10/5 
 

4/15～

H24/2/8

6/14 

8/25 

11/11 

H24/1/20

6/14 

9/6 

12/8 

H24/1/31

6/27 6/30  8/9 

NUCEF 
11/30～

未定 

11/30～

H24/3/30 
 

4/4～

H24/3/5

6/13 

6/14 

8/24 

11/8, 

11/10 

H24/1/19

2/15 

2/16 

6/13 

6/17 

9/7 

12/6 

12/7 

H24/2/1

6/28 7/5  8/30 

JRR-2 
10/3～

12/2 
   

6/13 

8/23 
     

RI 製造棟   
4/28～ 

H24/3/23

4/28～ 

H24/3/23
  7/8 7/5 

11/29 

11/30 
 

ホットラボ  
6/14～

1/24 
 

9/7～

12/1 
 

6/16 

 9/9 

12/9 

2/3 

  
11/29 

11/30 
 

第 1 
ボイラー 

1，2，4，5号缶：平成 23 年 5 月 13 日廃止  （全ボイラー廃止） 
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表 2.1.22-1 平成 23 年度検査一覧表(5/5) 

RI 使用 
施設 

保安検査 
検査名 

 
 
 
建家名 

原子炉
施設施
設定期
自主検
査 

使用施
設等施
設定期 
自主検
査 

少量使
用施設
等自主
検査 

RI 使
用施設
等定期
自主検
査 

原子炉
施設保
安検査

使用施
設等保
安検査 検

査 

確
認 

冷凍高
圧ガス
保安検
査 

ボイラ・
第１種
圧力容
器性能
検査 

第 2 
ボイラー 

        
(高圧ガス) 

8/27 

4.5 号缶

5/29 

2 号缶 

7/3 

1 号缶 

7/17 

3 号缶 

8/21 

リニアック
棟（L3BT 棟
含む） 

   
11/9～ 

12/27 
    

11/29 

11/30 
 

3GeVシンク
ロトロン棟 

   
10/14～

12/8 
    

11/29 

11/30 
 

3NBT 棟    
9/29～ 

12/8 
    

11/29 

11/30 
 

物質・生命
科学実験棟 
(3NBT 下流
部含む) 

   
9/12～

12/26 
    

11/29 

11/30 
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2. 2 営繕・保全業務 

平成 23 年度における施設の営繕・保全に関する取扱件数は、1,137 件でありその処理実績状況

を 3.2 営繕業務のデータに示す。 

 

(1)営繕 

震災により原科研施設は多大な被害を受け、復旧作業を行ってきた。補正予算関連工事で

369 件の補修等を行い、営繕工事の件数は、619 件であった。 

震災関連の主な工事では、余震による倒壊の恐れのある第 1ボイラ煙突解体・撤去を始め研

究棟間渡り廊下緊急解体工事等の関連工事を実施し二次災害が発生しないように対応した。ま

た、震災により被害を受けた研究棟・原子炉棟の建家補修、地盤沈下補修、第 2排水溝隧道部

補修を実施し、事務 1・2棟、工作工場の解体・撤去等を実施した。 

また、厚生施設関係では食堂 1階の耐震補強工事の設計、長堀住宅駐車場整備工事を実施し

た。 

 

(2)保全 

電気工作物保安規程・規則に基づいて、特高受電所他受変電設備点検作業、リニアック変電

所受変電設備点検作業を実施し、EGの精密点検として NUCEF 非常用発電機分解点検整備作業、

第 2 ボイラ非管理区域における放射線が検出された金属缶他の発見に伴うグリーンハウス設

置等作業を実施した。これらの関連施設における機械室設備及びユーティリティ設備の保全件

数は、149 件であった。 

また、法令等に基づく点検では昇降設備の点検、防災監視システム点検整備作業等を実施し

た。 

        （大和田 豊克） 

 

2.3 工作業務 

研究開発部門、研究開発拠点及び事業推進部門からのモノづくり依頼に応じて、機械工 

作、電子工作及びガラス工作を実施するとともに、関連する技術支援と技術開発を進めた。 

 

2.3.1 機械工作 

研究用実験装置・機器及び原子炉照射キャプセルの設計・製作を進めるとともに、関連する技

術開発と技術支援を行った。 

 

(1)製作した主な研究用装置・機器 

研究開発部門等からの依頼により、詳細設計等を行い外注製作品として、発光分光法による

遠隔分析技術開発に使用するマイクロ波アンテナ導入系、放射光を用いたＸ線吸収分光実験に

使用する高温成長分光測定機構、熱応力計測技術の開発実験に使用する熱応力可視化試験体、

タンデム加速器のビームライン用ダクト等の製作を行った。 

内部工作については、依頼元からの緊急の要求に出来る限り対応したサービスを進め、実験

中の部品の加工や修理等を行った。主な製作品は、レーザープロファイル測定治具、ビームア
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ライメント用フランジ、中性子散乱実験用ポリエチレン試験体、低温伝導特性測定試料ホルダ、

熱電素子高温安定板の製作等である。 
 

(2)製作した主な照射キャプセル 

千代田テクノル受託の RI 製造用キャプセル、JMTR 炉心反応度調整用キャプセル、経産省原

子力安全・保安院からの受託事業「軽水炉燃材料詳細健全性調査」に関する JMTR 破壊靱性評

価・ハフニウム照射成長評価・き裂進展試験ユニット照射下実証キャプセル等の設計・製作及

び検査における技術協力を行った。ガン治療 RI 製造用ラビットの外観を写真 2.3.1-1 に、破

壊靱性評価キャプセル組立前部品を写真 2.3.1-2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.3.1-1 ガン治療 RI 製造用ラビット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.3.1-2 破壊靱性評価キャプセル組立前部品 
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(3)技術開発及び技術支援 

原子力人材育成センターからの依頼により、国際原子力安全交流事業としての海外講師育成

研修、原子炉研修一般課程及び東京大学原子力専攻（専門職大学院）において非破壊検査に関

する講義及び実習指導を行った。 

(千葉 雅昭) 

 

2.3.2 電子工作 

 研究用電子機器・装置の設計・製作を進めるとともに、関係する技術開発及び技術支援を継続

的に行なった。原科研の核物質防護(PP)監視装置の技術管理では、継続して高経年化対策や規定

遵守状況に基づく防護設備の強化対策を実施するとともに、震災に伴う設備復旧対応を実施した。 

 

(1)製作した主な電子機器・装置及び修理業務 

原子力基礎工学研究部門と J-PARC センターが開発を進めている 3He 代替中性子検出器用電

子回路の実用化を進めた。アナログ回路では、現在 J-PARC で稼働中のシンチレータ型中性子

検出器回路をベースに既存の回路より小型化、低消費電力化、及び低雑音化重点に実用化を進

めた。その結果、既存の回路の約半分のサイズで製作できた。しかし消費電力及び雑音につい

ては従来と同程度であった。デジタル回路では、DSP 素子を導入してガンマ線検出感度低減処

理回路を試作した。その結果、ガンマ線検出感度を一定程度低減することが確認できた。 

修理業務については、放射線計測用 NIM モジュールを中心に修理・点検・調整等を行なった。

また即応工作では、特殊なケーブルの製作が多く、次に簡単な回路系を組込んだ各種実験用機

器の製作などであり工作依頼に迅速に対応した。 

 

(2)核物質防護監視装置の技術管理 

原科研 PP 監視設備の点検、保守等の技術管理を行うと共に、高経年化対策として核防護対

象施設における予備系用蓄電池の更新並びに TCA 施設無停電電源装置用蓄電池の更新を実施

した。また、文科省による PP 規定遵守状況検査のコメントに係る対策措置として、JRR-3 施

設及びプルトニウム研究 1 棟における CCTV 監視カメラの増設等防護設備の強化対策を実施し

た他、震災に伴う設備復旧対応として NUCEF 施設の CCTV 監視カメラ用旋回装置の更新を実施

した。 

 

(3)特許発明の実施許諾に関する技術指導 

放射線管理部と工務技術部が共同保有する特許「家庭用放射線メータ・登録番号：特許第

4448944 号」について、岩通計測株式会社と「特許発明の実施許諾に関する契約」を締結し、

本特許に係る部分及び当該電子回路の技術指導を行った。この結果、岩通計測株式会社が製品

化を進めていた放射線量モニターを製品化し販売を開始した。尚、製品についての詳細は、岩

通計測株式会社のホームペーシに紹介されている。 
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(4)技術開発と技術支援 

J-PARC 物質・生命科学実験施設における高精度放射線・中性子計測に必要なアナログ及び

デジタル信号処理回路の開発を進めた。アナログ回路では、3He 位置敏感型比例計数管の計数

率特性の向上を目指した初段 FET 回路の低雑音前置増幅器を試作した。この結果、一般に IC

で直接信号を受ける増幅器では 2.7mm の位置分解能であったものが開発した前置増幅器では

2.1mm の位置分解能が得られた。デジタル信号処理回路では高精度中性子イメージ検出をする

際必ず要求されるガンマ線検出感度の低減に対応するため、波長シフトファイバを配列した構

造の検出器に有効なガンマ線検出感度低減処理回路を開発した重心演算法をベースに試作し

た。この結果、重心演算法のみの場合に比較し約一桁ガンマ線検出感度を低減できることを確

認できた。本 2件の試作に関して「高精度放射線・中性子計測のための信号処理回路の開発」

と題して原子力学会で成果報告を行なった。また、技術支援では、平成 23 年度第 2 回成果展

開事業委員会で採択された「放射線汚染状況の遠隔システムの開発・山田技研株式会社」（福

井県福井市）に対して放射線計測のための電子回路について、技術指導を行った。 

(美留町 厚、蛭田 敏仁) 

2.3.3 ガラス工作 

研究実験用の各種ガラス機器・装置の製作及び修理を行うと共に、ガラス工作全般の技術支援

を行った。本年度は福島原発事故対応に関連したガラス機器等の製作依頼が多く、主な製作品は、

塩析出実験用石英ガラス容器、水素ガス発生検証用部品、汚染水分析用石英ガラス燃焼管、セシ

ウム反応実験用部品、水没浸漬燃料ペッレト観察用治具等の製作である。また、震災による工作

工場の使用制限に伴い原子炉照射用キャプセル等の組み立て作業場の確保が必要となり、第 2 研

究棟ガラス工作室の一部を整備し、利用を開始した。 

(美留町 厚) 

 

2.4 大型実験装置運転業務 

2.4.1 大型再冠水実験棟の運転管理 

(1)運転 

主な実験装置である、BWR 核熱結合試験装置(THYNC)、FBR 直管型蒸気発生器流動定性試験装

置(FBR-SG)および Post-BT 熱伝達試験装置については、研究テーマの終了により平成 22 年 8

月より休止している。 

なお、福島第一原子力発電所で発生した事故を受け、平成 25 年度より、シビアアクシデン

ト時の格納容器内熱流動挙動の評価に資する技術基盤整備を目的とした実験的研究計画の一

環として、原科研福島技術開発特別チーム炉内状況解析技術開発グループが「大型格納容器冷

却装置」の製作を進めている。 

 

(2)保守・整備 

実験棟内の受変電設備について定期点検作業を実施した(平成 23 年 9 月 6 日～平成 23 年 9

月 9日にかけて)。なお、BWR 核熱結合試験装置(THYNC)等の第一種圧力容器については、平成

22 年 8 月より休止にしたため定期点検作業は実施していない。 

(園部 久夫) 
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2.4.2 大型非定常ループ実験棟の運転管理 

(1)運転 

大型非定常試験装置(LSTF)では、PWR 条件(16MPa,350℃)で最大電気出力 10MW の試験部を用

いて OECD/NEA ROSA-2 プロジェクトに基づく、ドイツの PKL 実験装置とのスケーリングを考慮

したホットレグ小破断冷却材喪失事故(LOCA)実験、蒸気発生器 2次側水位が空の状態での自然

循環試験、民間受託による小破断 LOCA 時の蒸気発生器 2 次系自動減圧装置の性能検証試験を

合計4回実施した(平成23年5月～平成24年3月にかけて 熱水力安全研究グループと共同)。 

 

(2)保守・整備 

電力制御設備定期点検作業、高圧ガス製造施設定期点検作業及び第一種圧力容器他定期点検

作業を実施し(平成 23 年 6 月～平成 23 年 8 月にかけて)、性能検査（平成 23 年 7 月 22 日）に

合格した。また、実験試験装置の運転制御系及び実験データ収録系の定期点検作業を実施した。 

震災により被災したクレーン及び建家の補修を実施した。(平成 23 年 12 月～平成 24 年 2 月

にかけて) 

        (大和田 明彦) 

 

2.4.3 二相流ループ実験棟(TPTF)の運転管理 

(1)運転 

軽水炉炉内熱流動試験装置では、キャリーアンダー特性試験部を用いて流動試験運転を実施

した(平成 23 年 9 月 軽水炉熱流動技術開発特別グループと共同)。また、液膜計測試験体に

よる流動特性試験を延べ 4 ヶ月間実施した(平成 23 年 6 月～平成 24 年 3 月にかけて 熱流動

研究グループと共同）。 

温度計測に関する技術開発として高密度素線型熱電対計測試験(プール沸騰実験)を延べ 4

ヶ月間実施した(平成23年5月～平成24年3月にかけて 熱流動研究グループと共同)。また、

レーザー流速計による計測実験として、離脱気泡の流速測定実験を実施した(平成 23 年 7 月 

熱流動研究グループ、筑波大学生と共同)。 

福島原発対応実験として、海水を使用しての海水熱伝達実験、燃料棒表面での塩析出実験を

延べ3ヶ月間実施した(平成23年4月～平成23年8月にかけて 熱流動研究グループと共同)。 

 

(2)保守・整備 

軽水炉炉内熱流動試験装置では、液膜計測用試験体の組込作業(平成 23 年 6 月)、実験用受

変電設備定期点検作業(平成 23 年 7 月 22 日)を実施した。また、ボイラー及び第一種圧力容器

の定期点検作業(平成 23 年 10 月～平成 23 年 12 月にかけて)を実施し、性能検査（平成 23 年

12 月 7 日）に合格した。 

(柴田 光彦) 
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2.5 エネルギー管理 

エネルギー使用の合理化に関する法律の目標を達成するための他、震災に伴う夏の電力需給対

策への対応として、「原子力科学研究所エネルギー管理規則」に基づき重点項目を定めてエネルギ

ー管理を行い、省エネルギー活動を推進した。なお、法律の目標を達成するためには、省エネル

ギーの実践が必要であり、このためエネルギー管理を粛々と行うことが大切である。 

 

2.5.1  平成 23 年度の重点項目 

(1)冷暖房の運転期間及び運転時間の短縮と適正な温度管理を励行する。 

原則として、冷房運転期間は 7 月 1 日から 9 月 10 日までとし、運転時間を各施設毎に調整

して通常勤務時間内において 1時間短縮する他、居室等の温度が 28℃を下回らないように徹底

する。 

また、暖房運転期間は 12 月 1 日から 3月 31 日までとし、居室等の温度が 19℃を上回らない

よう徹底する｡ 

(2)省エネパトロール隊を選出して省エネルギーパトロールを毎月実施する。 

パトロールにより部屋の適正な温度管理や無駄なエネルギー使用をチェックする。 

(3)「省エネルギー」に関する広報 

夏と冬に省エネルギーのポスターを配布して、省エネルギー意識の定着と省エネルギーの実

践を促す。 

(4)電力管理については、契約電力内での経済的運用を図るため、冷房機器等の運転調整を実施 

する。 

  （高橋 英郎） 

2.5.2  平成 23 年度エネルギー管理の結果 

(1) 電気の使用制限について 

電気事業法第 27 条に基づく電気の使用制限への対応として、7月 1日から 9月 9日までの期

間で節電対策を実施し、国から示された原科研の使用制限値（33.2MW）を遵守した。 

 

(2)電力使用実績について 

  原科研構内の電力使用量（J－PARC を除く）は、66,198MWh であり、前年度 85,066MWh と比べ

18,868MWh（約 22％）減少した。理由として震災により施設の運転ができなかったためである。 

原科研構内の電力使用量のうち生活電力使用量は、5,163MWh であり、前年度 6,867MWh と比

べ 1,704MWh（約 25％）減少している。理由としては夏の節電対策及び震災により生活建家の実

験利用が停止したためである。 

 

(3)燃料使用実績について 

J-PARC を含む原科研の燃料使用量は、原油換算で 2,810kℓであり、前年度 3,320kℓと比べ 

510kℓ（約 15％）減少した。理由としてはボイラー燃料を A 重油から LNG に転換したため A 重

油の使用量が減少したこと、震災の影響で阿漕ヶ浦クラブ、構内食堂及び減容処理棟の停止に

より LPG 使用量が減少したためである。 



JAEA-Review 2013-025 

- 41 - 

(4)省エネルギーパトロール 

省エネルギーパトロールを毎月実施し、各建家の省エネルギーを指導した。パトロール結果を 

図 2.5.2-1 に、月別の指摘件数を図 2.5.2-2 に示す。 

（高橋 英郎） 

 

図 2.5.2-1  省エネルギーパトロール結果 

 

 

図 2.5.2-2   月別の指摘件数 
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2.5.3  エネルギー管理委員会 

平成 23 年度は、エネルギー管理委員会を 3 回開催し、原子力科学研究所のエネルギー管理の

実施計画等を審議した。表 2.5.3-3 に開催日と審議事項を示す。 

 （高橋 英郎） 

 

表 2.5.3-3  エネルギー管理委員会の開催日と審議事項 

開催回数 開催日 審議事項 

第 1回 
平成 23 年 

6 月 17 日 

1．平成 22 年度エネルギー使用実績について（報告） 
2．平成 23 年度エネルギー管理実施計画について（審議）
3．省エネ法に基づく定期報告書について（報告） 
4．省エネ法に基づく中長期計画書について（審議） 

第 2回 
平成 24 年

1 月 18 日 

1．原子力科学研究所エネルギー管理規則と原子力科学研 
究所環境管理規則の統合による、新規則の原子力科学
研究所環境配慮管理規則の制定について 

（審議） 
平成 23 

年度 

第 3回 
平成 24 年

3 月 12 日 

1．平成 23 年度エネルギー管理の状況について 
（暫定報告） 

2．平成 24 年度エネルギー管理実施計画について（審議）
3．原子力科学研究所エネルギー管理規則の廃案について 
（審議） 

4．エネルギー管理標準について（報告） 
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2.6  環境配慮活動 

工務技術部は、原子力科学研究所環境管理委員会で定められた計画に従って部の目標を定めて

活動した。その結果、1項目を除いてすべて達成した。（表 2.6-1） 

  （高橋 英郎） 

 

表 2.6-1  平成 23 年度環境配慮活動の実施結果(1/3) 

 

研究所の目標 
部・センター 
・部門の目標 

内容 

到 達 
目 標 値 

達成状況 
（平成24年3
月末日現在）

問題の要因分
析及び今後の

課題 
備 考 

○一般廃棄物
発 生 量 の 低
減、リサイク
ルの推進 
①再資源化率
の目標値 
（平成 22 年
度実績以上） 
②可燃性一般
廃棄物の目標
値（平成 22
年度比１％以
上低減） 
③産業廃棄物
の分別徹底と
マニフェスト
の管理徹底 

①一般廃棄
物・産業廃棄
物の分別化を
徹底し、リサ
イクル率の向
上に寄与す
る。 
②所管する建
家の可燃性一
般廃棄物を定
期的に確認し
廃棄低減に努
める。 
③有価物の回
収促進とマニ
フェストの確
認・集計を実
施する。 

①一般廃棄物
の分別化
100％を図る。
②所管する建
家の可燃性一
般廃棄物を
20kg 削減す
る。(H22 年度
1,972 kg の
１％削減値) 
③産業廃棄物
の分別とマニ
フェストの管
理を徹底す
る。 

達成 
① 課内会議
等で分別化を
周知・徹底し
た。また、ご
み箱を分けて
分別を実施し
た。 
② 所管建家
の可燃性一般
廃棄物を
599kg（30％）
削減した。 
③産業廃棄物
を分別し廃棄
した他、マニ
フェストの確
認・集計を実
施する。 

    

○ 省資源の
推進 
① コピー用
紙使用量の目
標値（平成 22
年度比 A-4 換
算 1%以上削
減） 
② 上水の使
用量の目標値
（平成 21年
度を開始年度
とし平成23
年度末に、年
平均１％以上
削減） 

①プロジェク
ター等を使用
した会議等を
行い、コピー
用紙使用量の
削減に努め
る。 
 
②所管する建
家の上水使
用量を定期
的に確認し
節水に努め
る。 

①プロジェク
ター等を使用
した会議等を
行い、コピー
用紙使用量の
削減に努め、
6,000 枚削減
する。(H22 年
度 600,000 枚
の１％削減
値)  
②節水の徹底
を図り、所管
建家の使用
水量を毎年
27m3削減す
る。(H21 年
度 2,637 m3

の１％削減
値)  

①未達成 
プロジェクタ
ー等を使用し
た会議等を行
った他、使用
量の低減を周
知した。使用
したコピー用
紙は前年度比
9％（54,200
枚）増加した。
②達成 
所管建家の使
用水量を
1,012 m3 
（38％）削減
した。 
 
 

①震災復旧の
契約手続きに
伴い使用量が
増加した。 
引続き課内会
議等におい
て、コピー用
紙の使用状況
を報告し、削
減の徹底を周
知する。 
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表 2.6-1  平成 23 年度環境配慮活動の実施結果(2/3) 

 

研究所の目標 
部・センター 
・部門の目標

内容 

到 達 
目 標 値 

達成状況 
（平成24年3
月末日現在）

問題の要因分
析及び今後の
課題 

備 考 

○ 省エネル
ギーの推進 
① 生活電力
使用量の目標
値（平成 21
年度を開始年
度とし平成23
年度末に、年
平均１％以上
削減） 
② 化石燃料
使用量の目標
値（平成 21
年度を開始年
度とし平成23
年度末に、年
平均１％以上
削減） 
③ 温室効果
ガス排出量目
標値（平成 21
年度を開始年
度とし平成23
年度末に、年
平均１％以上
削減） 

①原則とし
て、冷房運転
期間は 7/1 か
ら 9/10 とし、
運転時間を 1
時間短縮す
る。 
②原則とし
て、暖房運転
期間は 12 月
から 3月まで
の 4ヶ月とす
る。 
③適正な温度
管理について
は、居室等に
おける夏期の
冷房温度が
28℃を下回ら
ないように、
冬期の暖房温
度が 19℃を
上回らないよ
うに努める｡ 
④電源「断」
の励行につい
ては、安全等
を確保するた
めのものを除
き不使用照
明・機器の電
源の｢断｣に努
める｡ 
⑤近くの階へ
の昇降につい
ては、階段を
利用しエレベ
ータを使用し
ないように努
める。 

①省エネルギ
ーを推進し、
所管建家の生
活電力使用量
を毎年 15MWh
削減する。
(H21 年度 
1,485MWh の
１％削減値) 
②省エネルギ
ーを推進し、
ボイラの化石
燃料使用量を
毎年 33 kℓ 
削減する。 
(H21 年度 
3,225kℓの 
１％削減値) 
③省エネルギ
ーを推進し、
所管建家の生
活電力使用及
びボイラの化
石燃料使用に
伴う温室効果
ガス排出量を
毎年 93t 削減
する。 
(H21 年度 
9,284ｔの 
１％削減値) 

達成 
課内会議等に
おいて省エネ
を周知・徹底
した。 
①所管建家の
生活電力使用
量を 263 MWh
（18％）削減
した。 
② ボイラの
化石燃料使用
量を 428kℓ
（13％）削減
した。 
③所管建家の
生活電力使用
及びボイラの
化石燃料使用
に伴う温室効
果ガス排出量
を 3,378t
（36％）削減
した。 
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表 2.6-1  平成 23 年度環境配慮活動の実施結果(3/3) 

 

研究所の目標 
部・センター 
・部門の目標

内容 

到 達 
目 標 値 

達成状況 
（平成24年3
月末日現在）

問題の要因分
析及び今後の
課題 

備 考 

○低レベル放
射性廃棄物発
生量の低減 
①低レベル放
射性廃棄物の
分別の徹底及
び管理区域内
への不要な物
品の持込み制
限 
 

①低レベル放
射性廃棄物の
分別を徹底す
る他、管理区
域内への不要
な物品の持込
み を 制 限 す
る。 

①低レベル放
射性廃棄物の
分別徹底、管
理区域内への
不要な物品の
持込み制限を
周知する。 

達成 
①低レベル放
射性廃棄物の
分別徹底、管
理区域内への
不要な物品の
持込み制限を
周知・徹底し
た。 

    

○環境負荷物
質の適正管理 
①毒物劇物、
有機溶剤、特
定化学物質、
第一種指定化
学物質等の化
学物質の管理
要領等による
点検及び維持
管理 
②ＰＣＢ含有
廃棄物の規則
等による点検
及び保管管理 

①「医薬用外
劇毒物劇物危
害防止等管理
要 領」に基
づく毒物・劇
物の在庫量等
の確認を実施
する。 
②「有機溶剤
の管理要領」、
に基づく、自
主点検、定期
点検及び在庫
量の確認を実
施する。 
③PCB 特別措
置法、「特別管
理産業廃棄物
管理規則」に
基づき、定期
点検、保管管
理 を 実 施 す
る。 
④PCB 含有廃
棄物が発生し
た場合は、指
定保管場所に
保管する。 

①在庫量等の
確認を納入、
払い出しの都
度及び 1 か月
に 1 回実施す
る。 
②自主点検、
定期点検及び
在庫量の確認
を納入、払い
出しの都度及
び 1 か月に 1
回実施する。
③保管管理の
確認を含めた
定期点検を３
か月に 1 回実
施する。 
④ 発 生 し た
PCB 含有廃棄
物を指定保管
場所に 100％
保管する。 
 
 
 

達成 
①在庫量等の
確認を納入、
払い出しの都
度及び 1 か月
に 1 回実施し
た。 
②自主点検、
定期点検及び
在庫量の確認
を納入、払い
出しの都度及
び 1 か月に 1
回実施した。
③保管管理の
確認を含めた
定期点検を３
か月に 1 回実
施した。 
④ 発 生 し た
PCB 含有廃棄
物は阿漕ヶ浦
クラブの 
3φ150 kVA 変
圧器であり、
指定保管場所
に適正に保管
した。 
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2. 7 安全管理 

2. 7. 1 安全衛生管理活動 

(1)安全衛生管理の基本方針 

機構における平成 23 年度の安全衛生管理基本方針は、「安全確保の徹底」を図ることを目的

とし、平成 22 年度の各拠点・各職場における安全衛生活動の実態や事故・トラブルの教訓を

踏まえた基本方針が策定された。工務技術部としても、本基本方針を踏まえ、教育訓練の充実

を図るとともに当部の実態に応じた安全衛生実施計画を策定し、平成 23 年度の安全衛生活動

を展開した。 

平成 23 年度工務技術部安全衛生管理の方針は以下のとおりである。 

ｱ) 安全の確保を最優先とする。 

ｲ) 法令及びルール（社会の約束を含む）を守る。 

ｳ) リスクを考えた保安活動に努める。 

ｴ) 双方向のコミュニケーションを推進する。 

ｵ) 健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む。 

ｶ) 防災対策及び体制を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める。 

 

(2)工務技術部安全衛生管理の実施状況 

ｱ)「安全の確保を最優先とする」について 

作業管理、記録管理の徹底のため、各種規定、要領書、手引等を的確に定めるとともに、

関連法令の遵守、記録管理を作業毎に実施した。また、計画的な点検整備、定期交換を実施

するとともに、機器のトラブルや不具合などの情報の共有化を徹底し、安全意識の醸成に努

めた。 

ｲ)「法令及びルール（社会の約束を含む）を守る」について 

所内規定、運転手引、要領等について、定期的(年 1回、改正の都度)に周知を図るととも

に、運転手引の見直し（年 1 回）を適切に実施し、部内安全審査会の審議を経て改正した。 

ｳ)「リスクを考えた保安活動に努める」について 

作業安全に係るリスクアセスメントの推進のため、実施要領に従い、定常作業は年度当初

に 1回以上、非定常作業及び新たな作業はその都度、リスクアセスメントを実施し、危険及

び健康障害を防止した。また、KY はリスクアセスメントと同様な頻度で行い、TBM は作業の

開始前には必ず実施した。 

ｴ)「双方向のコミュニケーションを推進する」について 

部安全衛生管理担当者は、部安全衛生会議を四半期毎に 1回以上開催し、課長は課安全衛

生会議を毎月 1回開催するなど、会議等を通じ双方向のコミュニケーションを推進した。 

ｵ)「健康管理の充実と労働衛生活動に積極的に取り組む」について 

健康管理の充実により、疾病の予防、早期発見を行うため、対象者全員が一般定期健康診

断、特殊健康診断等を受診した。作業環境の充実を図るため、各職場の作業環境を定期に測

定し、異常等のないことを確認した。また、「原子力科学研究所喫煙行動基準」の制定に伴

い、四半期に 1度、管理責任者による喫煙室等の巡視点検を実施した。 
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ｶ)「防災対策及び体制を充実強化し、危機管理意識の醸成に努める」について 

防災対策及び体制を充実強化するため、課長は、毎月 1回、施設・設備等の状況について

巡視点検を行い、必要により改善を指示した。 

 

(3)会議、パトロール、保安教育等の実施状況 

ｱ)部安全衛生会議 

・第 1回：平成 23 年 5 月 13 日 

・第 2回：平成 23 年 6 月 24 日 

・第 3回：平成 23 年 12 月 1 日 

・第 4回：平成 24 年 2 月 24 日 

ｲ)課安全衛生会議 

各課において毎月 1回以上開催した。 

ｳ)所長安全衛生パトロール 

・第 1回：平成 23 年  7 月 7 日（FCA、RI 製造棟、第 1研究棟） 

・第 2回：平成 22 年 12 月 16 日（NSRR、環境シミュレーション、第 2廃棄物処理棟、 

機械化工特研） 

ｴ)部長等による安全衛生パトロール 

・第 1回：平成 23 年 5 月 20 日 

・第 2回：平成 23 年 6 月 28 日 

・第 3回：平成 23 年 12 月  9 日 

・第 4回：平成 24 年 3 月 16 日 

ｵ)課長による安全衛生パトロール 

各課において毎月 1回実施した。 

ｶ)保安教育 

原子炉規制法(原子炉施設、核燃料物質使用施設等)、放射線障害防止法、高圧ガス保安法、

消防法、電気事業法、原子力科学研究所事故対策規則、労働安全衛生法他に基づく保安教育

を、各課職員等、年間契約請負業者、短期業者について漏れなく実施した。また、高所作業

箇所における転落等の危険性について教育を実施した。なお、教育訓練記録は、記録票及び

星取表に記録し保存している。 

ｷ)通報訓練 

各課において 4月と 10 月に、また職員等の異動後速やかに通報訓練を実施した。 

ｸ)消火訓練（部） 

原子炉施設保安規定、核燃料物質使用施設等保安規定、少量核燃料物質使用施設等保安規

則、放射線障害予防規程、事故対策規則等に基づき、当部関係者等を対象に①火災発生時の

基本的対応②訓練用消火器を用いた火災模擬対象物の消火訓練を実施した。 

（実施日：平成 23 年 10 月 25 日、訓練場所：総合グランド体育館南側） 

ｹ)総合訓練（部） 

事故対策規則、工務技術部防火管理要領等に基づき、当部対象施設である第 2ボイラを想
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定事故現場として、火災を想定し、通報連絡、事故現場指揮所の設置、初期活動（消火）、

事故現場防護活動組織体制の確認、部内での支援体制について総合的に訓練を実施した。 

・実施日   ：平成 24 年 3 月 9 日  

・想定事故現場：第 2ボイラー 

・想定事故  ：LNG 温水ボイラー自動運転中に配管から漏れたガスに引火して火災が発

生して自動火災報知機のベルが作動した。火を確認したため東海村消防

署及び自衛消防隊の出動を要請した。また、消火活動中に 1名が転倒し

て負傷した。 

ｺ)有資格者の育成 

所内・外で開催される講習会、研修会等に積極的に参加し、業務上必要な法定有資格者の

育成に努めた。 

なお、今年度は、工務技術部として、危険物取扱者（乙種第 4 類）、二級ボイラ技士、第

1種衛生管理者、衛生工学衛生管理者、甲種防火管理者、高圧ガス製造保安責任者（第 2種

冷凍機械）、X線作業主任者等の国家資格を取得した。 

（稲野辺 浩） 

2.7.2  電気保安活動 

24 原科研(仮称)免震重要棟新築電気設備工事に伴う電気設備の設計審査等を 350 件実施した。

また、燃料試験施設における分電盤での短絡事象他に関する是正処置等を指導するとともに、当

該事象において要因分析チーム員として電気作業に係る安全確保の観点から要因分析にあたった。

今回の是正措置を受けて、電気工作物保安規程及び電気工作物保安規則の改定並びに電気工作物

に関する作業等の保安基準を制定した。そのほか、電気工作物管理担当者会議及び電気保安教育

講習会などの電気工作物の維持及び運用に関する保安の業務を行った。 

  （菅沼 明夫） 

2.7.3  品質保証活動 

原子炉施設及び核燃料物質使用施設等（以下「原子炉施設等」という。）の保安活動を確実に

実施するため、品質保証計画に基づき業務を実施した。保安活動の継続的な改善としては、表

2.7.3-1 に示す水平展開に係る予防処置を実施し、業務に対する要求事項の明確化及び情報の共

有化等を行い、原子炉施設等の安全の達成・維持・向上を図った。 

品質保証に係る人材育成として、保安規定 QA(ISO9001/JEAC4111)概要研修（3 名）、

ISO9001/JEAC4111 内部監査員養成研修（2 名）、内部監査員スキルアップ研修（2 名）に参加し、

品質保証活動に係る人材の力量向上を図った。また、安全意識の高揚を図るため安全統括部から

発信された外部情報を活用した「事故・トラブル等の事例集」を作成し教育を行った。 

NSRR 施設において発生した火災については、部内に設置した NSRR 火災調査チーム及び所内に

設置された火災原因調査委員会により原因を調査し、「不適合管理及び是正処置並びに予防処置要

領」に基づき適切に処置を実施した。 

各種の許認可申請及び要領等の改正のため、工務技術部安全審査会を14回開催した。審査案件

の一覧を表2.7.3-2に、工務技術部安全審査会の構成を表2.7.3-3に示す。 

 （後藤 浩明） 
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表 2.7.3-1  平成 23 年度の水平展開一覧 

 

 水平展開の内容 予防処置の概要 

機構内拠点における良好事例について 

（情報提供） 

良好事例の内容については、Eメール及び課

内会議等で部内に周知した。 

「再処理技術開発センターにおける調達仕

様書の技術情報の提供に関する要求事項の

未記載」に係る根本原因分析の結果について

（情報提供） 

根本原因分析の結果について、Eメール及び

課内会議等で部内に周知した。 

「使用済燃料貯蔵施設(DSF 施設)の放射線監

視盤の締付ボルトの緩み」に係る水平展開に

ついて（情報周知） 

水平展開の内容について、Eメール及び課内

会議等で部内に周知した。 

 

「高速実験炉「常陽」旧廃棄物処理建家にお

ける火災」に係る水平展開について 

予防処置が必要なプルボックス等の補修に

ついては、予防処置計画を作成した。また、

補修については、平成 24 年度に実施する。

 
 
 
 
研
究
所
の
水
平
展
開 

「原子炉安全性研究炉施設（NSRR）における

火災」に係る水平展開について 

NSRR 火災に係わる水平展開の予防処置につ

いては、平成 24 年度に実施する。 

 

 

 

表 2.7.3-2  工務技術部安全審査会の開催日と審査案件(1/2) 

 

審査会 開催日 審  査  案  件 

第 1回 4 月 26 日 

 

(1)J-PARC施設リニアック棟液体廃棄設備からの漏水に係わる根本分

析の報告 

(2)東日本大震災の復旧に伴う管理区域外の廃液配管の点検要領書及

び一時管理区域を解除する際の汚染検査要領書の制定 

第 2回 5 月 23 日 

 

(1)文書及び記録の管理要領の一部改正 

(2)バックエンド技術開発建家排気設備改修工事に係わる作業要領書

の制定 

(3)一時的な管理区域を指定して行う第４研究棟廃液配管点検要領書

及び一時的管理区域を解除する際の汚染検査等要領書の制定 

第 3回 6 月 14 日 

 

(1)工作工場における核燃料物質の使用の変更の許可申請 

 

第 4 回 6 月 29 日 

 

(1)核燃料物質使用施設廃止に伴う管理区域を解除する際の汚染検査

実施要領（工作工場少量核燃料物質使用施設）の制定 

第 5回 8 月 27 日 

 

(1)第 2 ボイラー非管理区域における金属缶等の発見に伴う土壌等の

汚染検査要領書について 
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表 2.7.3-2  工務技術部安全審査会の開催日と審査案件(2/2) 

 

審査会 開催日 審  査  案  件 

第 6 回 11 月 2 日 

 

(1)TCA 屋外廃液配管補修工事に係わる作業要領書 

(2)再処理特別研究棟排気第 3系統他排気フィルタ交換に係わる作業

要領書 

(3)一時的な管理区域指定解除する際の汚染検査等要領書（TCA 屋外

廃液配管補修工事） 

(4)原子炉施設における地震影響に対する設備機器等の健全性確認計
画書 

 ・JRR-3 地震影響に対する設備機器等の健全性確認計画書 
 ・FCA 地震影響に対する設備機器等の健全性確認計画書 
  ・TCA 地震影響に対する設備機器等の健全性確認計画書 
  ・NSRR 地震影響に対する設備機器等の健全性確認計画書 
 ・TRACY 地震影響に対する設備機器等の健全性確認計画書 
 ・STACY 地震影響に対する設備機器等の健全性確認計画書 

第 7回 11 月 25 日 

 

(1)工作工場解体における「放射性廃棄物でない廃棄物の取扱管理要

領」制定 

第 8回 1 月 11 日 

 

(1)第 2 ボイラー「一時的に指定した管理区域を解除する際の汚染検

査要領書」の制定 

第 9回 1 月 25 日 

 

(1)再処理特別研究棟排気第 7 系統他排気フィルタ交換に係わる作業
要領書の制定 

(2)JRR-4 排気第 2系統ダクト一部更新に係わる作業要領書の制定 

第 10 回 2 月 9 日 

 

(1)工作工場における核燃料物質の使用の変更（廃止）許可に伴う原
子力科学研究所少量核燃料物質使用施設等保安規則の一部改正 

(2)電気工作物保安規程・同規則の一部改定 
(3)プルトニウム研究 1棟排気ダクト補修に係わる施設検査申請書 

第 11 回 2 月 24 日 

 

(1)プルトニウム研究 1 棟排気ダクト補修に係わる施設検査申請書に
ついて 

第 12 回 3 月 8 日 

 

(1)特定施設運転手引の一部改正 

対象施設： 

JRR-3、プルトニウム研究 1 棟、FCA、TCA、NSRR、廃棄物処理場、燃

料試験施設、廃棄物安全試験施設、STACY、TRACY、バックエンド研究

施設、JRR-2、ホットラボ 

第 13 回 3 月 13 日 

 

(1)工務技術部センター活動手引の一部改正 

(2)電気工作物に関する作業等の保安基準の制定 

(3)工事用電力管理基準の制定 

第 14 回 3 月 21 日 

 

(1)電気工作物に関する作業等の保安基準の制定 
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表 2.7.3-3  工務技術部安全審査会の構成 

 

職 名 氏  名 所  属 

委員長 野村 俊文 工務技術部次長 

委員長代理 荒川 博司 施設保全課長 

委 員 関野 伯明 工務第 1課長 

委 員 石黒 信治 工務第 2課長 

委 員 清水 和明 工作技術課長 

委 員 柴山  雅美 工務第 1課 

委 員 和田  弘明 工務第 2課 

委 員 矢吹 道雄 施設保全課 

委 員 菅沼  明夫 業務課 

委 員 稲野辺  浩 施設保全課 

委 員 

佐藤 隆 

(平成23年12月5日まで) 工作技術課 
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2.8 事故・故障等 

2.8.1 安全情報(再処理特別研究棟水冷チラー冷凍機からの冷媒漏れについて) 

(1)発生日時 

平成 23 年 7 月 25 日(月) 11 時 30 分頃 

(2)発生施設 

再処理特別研究棟 1 階機械室 

(3)内容 

再処理特別研究棟 1 階機械室に設置されている水冷チラー冷凍機について、平成 23 年 7 月

21 日より、冷媒(R-22)圧力低下の兆候が見られた。専門業者による点検を平成 23 年 7 月 25

日に実施した結果、冷凍機の主要機器である蒸発器の内部で、冷媒が漏えいしていたことを

11 時 30 分頃発見した。なお、冷媒漏えい量は約 20kg と推定される。 

また、本件は 15 時 22 分に茨城県商工労働部 産業技術課 産業保安室に通報すると共に、事

故発生報告書をファクシミリで送信した。 

   平成 23 年 8 月 5日、事故発生報告書を県産業保安室へ提出し、平成 23 年 8 月 22 日～平成

23 年 8 月 23 日にかけて専門業者による蒸発器の調査を行ったところ、№1 蒸発器 3 本、№2

蒸発器 1 本のチューブからの漏えいを確認した。この状況から漏えいチューブの閉塞措置を

行うこととした。補修においては、冷媒設備に係る切断、溶接を伴う工事の場合、変更届が

必要であり｢高圧ガス製造施設等変更届出書、高圧ガス製造施設等変更届許可申請書、高圧ガ

ス製造施設等変更明細書等｣を県へ提出し、平成 24 年 1 月 24 日受理された後、チューブの閉

塞措置を行った。(写真 2.8.1-1、2.8.1-2 参照) 

(伊藤 徹) 

 

 

写真 2.8.1-1 蒸発器チューブ閉塞 

№2蒸発器チューブ 

1 本閉塞 

№１蒸発器チューブ 

3 本閉塞 
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写真 2.8.1-2 チューブ内(内径：11.1mm) 

 

 

2.8.2 安全情報(第 4研究棟東棟セミホット廃液槽一般排水系統からの漏水について) 

(1)発生日時 

平成 23 年 8 月 12 日(金)15 時 40 分頃 

(2)発生施設 

第 4研究棟東棟屋外(非管理区域) 

(3)内容 

第 4研究棟東棟セミホット廃液槽№1の廃液を測定し、一般排水基準を満足することを確認

した上で、セミホット廃液槽からの一般排水を行った。 

東棟セミホット廃液槽№1の廃液（33 ㎥）の一般排水は東日本大震災以降初めての排水であ

り、排水作業を 15 時 17 分頃から開始した。 

排水にあたりポンプ操作者と建家第 1排水桝に人員を配置し、相互に連絡を取りながら実施

した。 

ポンプ運転直後に建家の外で異音がしたため、掘削により排水管の健全性を確認したところ、

一般排水管の破断を確認した。破断箇所からの一般排水の漏水量は約 1.3 ㎥と推定された。 

 

(4)その後の措置状況 

原因は、震災により建家躯体と地盤との間に約 10 ㎝の段差が出来たことにより、一般排水

管の埋設部が破断したと推定される。 

一般排水管の破断箇所の前後約 7ｍについて配管を交換補修し、交換補修範囲の漏水試験を

実施して漏えいのないことを確認した。(写真 2.8.2-1 及び 2.8.2-2 参照) 

  (三代 浩司) 
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写真 2.8.2-1 一般排水配管 補修前 写真 2.8.2-2 一般排水配管 補修後 

 

 

 

2.8.3 安全情報（第 2ボイラー非管理区域における金属缶等の発見について） 

(1) 発生日時 

平成 23 年 8 月 24 日(金)17 時 00 分頃 

(2) 発生施設 

第 2ボイラー北側屋外(非管理区域) 

(3) 状 況 

平成 23 年 8 月 24 日（水）14 時 27 分頃、第 2ボイラー北側屋外（非管理区域）で、震災に

より亀裂や段差が生じた駐車場の補修のため、土壌を掘削中に土中からガラスビンやプラスチ

ックの破片等が見つかった。 

その中から放射能標識の金属缶が発見され、放射線測定をした結果、汚染はなかった。その

後の作業において、16 時 16 分頃、類似の金属缶 1個が発見され、放射線測定を実施したとこ

ろ、17 時 00 分頃、セシウム 137 の放射性物質が確認された。さらに、17 時 45 分頃、近傍の

プラスチックタイルと試薬ビンからウランの付着が確認された。 (写真 2.8.3-1、写真 2.8.3-2、

写真 2.8.3-3) 

発見時点の掘削量は、土壌を含め 1ｍ3の袋（フレコンパック）で 23 袋分であった。なお、

当該区域を一時管理区域に設定して立入禁止措置を行った。また、近傍の土中に放射性物質等

が付着しているものがないか、掘削調査を行い確認することとした。 
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写真 2.8.3-1 セシウムが検出された金属缶  写真 2.8.3-2 ウランが検出されたプラスチッ

クタイル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.8.3-3 ウランが検出された試薬ビン 

 

(4) その後の措置状況 

ア．掘削調査準備作業 

緊急作業契約の手続きを行い掘削エリア、測定検査エリア、保管エリアに各々グリーン

ハウスを設置するとともに掘削作業員を確保した。（写真 2.8.3-4、写真 2.8.3-5、写真

2.8.3-6） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.8.3-4 作業現場全景     写真 2.8.3-5 保管用グリーンハウス(GH)他外観 

掘削用 GH 保管用 GH 

検査用 GH 
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写真 2.8.3-6 掘削用グリーンハウス(GH)内部状況 

 

イ．掘削調査作業 

当該箇所の掘削分約 60ｍ3 に加えて、掘削済みのフレコンパック（容量１ｍ3）23 袋分

については、土砂、コンクリート、ガラス、金属類、プラスチック、プラスチックタイル

等に分類し、ビニール袋 5kg～10kg に収納しフレコンパックで保管した。（写真 2.8.3-7） 

当初、放射線測定は、工務技術部各課からの人員を予定していたが、毎日約 20 名の要

員を必要とすることから原科研内の各部に要員の確保を依頼した。（写真 2.8.3-8） 

なお、掘削調査に要した日数は、約 50 日、要員数は、延 2,000 人であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.8.3-7 掘削用グリーンハウス(GH)内部状況    写真 2.8.3-8 掘削物汚染検査 

 

ウ．掘削廃棄物処理作業 

掘削調査において測定した結果、放射線が確認された掘削物は、核種確認のためゲルマ

ニウム半導体分析装置による分析を行い核種毎に、ドラム缶及びペール缶へ収納し、ホッ

トラボ、廃棄物処理場への受入を依頼した。 

また、放射線が検出されなかった掘削物のうち、土砂は埋戻し用に保管し、コンクリー

ト、ガラス、プラスチックタイル等は、産業廃棄物として専門業者に処理を依頼すること

とした。 
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エ．一時管理区域解除作業 

掘削調査、廃棄物処理作業の終了後、掘削用グリーンハウス、検査用グリーンハウス等

一時管理区域に指定した区域の汚染検査を実施し、汚染のないことが確認されたことから

平成 24 年 3 月 28 日一時管理区域を解除した。 

 

(5) 原因 

昭和 38 年 6 月に竣工した構内道路舗装工事図面及び昭和 40 年 10 月の他施設の建築確認申

請図には、第 2ボイラー北側に焼却炉が設置されていたとの記載がある。また、当時の構内を

撮影した航空写真（撮影年月は特定できない。）には、焼却炉と思われる構築物が認められる

ことから、以前、第 2ボイラー北側には焼却炉が設置されていたことがわかった。 

原科研（当時は原研）構内から集積された廃棄物は、この焼却炉で焼却されていたものと思

われるが、集積された廃棄物のうち焼却できない不燃物等を、焼却炉施設の近傍に埋設処理さ

れたものと考えられ、それらの不燃物等に管理区域から搬出されたものが、混在していたもの

と考えられる。 

 

(6) 今後の対応 

掘削調査が行われた当該エリアの南側に隣接する、第 2ボイラーで使用していた屋外重油タ

ンクの下部においても同様の埋設物が確認されていることから、屋外重油タンク撤去時に埋設

物調査を行う必要がある。 

当該屋外重油タンク下部の埋設物は、重油タンク撤去が完了するまでの間、少量核燃料物質

使用施設等保安規則に基づき埋設物管理区域として管理することとした。 

今後は、屋外重油タンク撤去の予算措置と併せて掘削調査のための予算要求を行う必要があ

る。 

（松岡 広） 

 

 

2.8.4 安全情報(NUCEF 実験棟 B換排気系常用排風機の停止について) 

(1)発生日時 

平成 23 年 9 月 27 日(火) 20 時 04 分頃 

(2)発生施設 

NUCEF 実験棟 B 

(3)内容 

平成 23 年 9 月 27 日（火）20 時 04 分頃、安全警報の NUCEF 施設Ⅱランク警報｢使用施設グ

ローブボックス異常｣、｢セル設備等異常｣、｢分析室グローブボックス異常｣及び｢TRU 高温化学

モジュール異常｣が発報した。直ちに設備の点検を実施したところ、実験棟 B 換排気系の常用

排風機が停止していることを確認した。停止に伴い、補助排風機運転に切り替わり、グローブ

ボックス等の負圧が維持されていることを確認した。 

その後の調査の結果、原因は、常用排風機を運転制御している自動制御盤(CP-201-3)内のタ
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イマーの故障によるものであることが判明した。(写真 2.8.4-1 参照)タイマーを予備品と交換

し、補助排風機運転から常用排風機運転へ切替え操作を行い、常用排風機が正常に運転したこ

とを確認した。 

9 月 28 日(水) 02 時 31 分、実験棟 B の負圧は定常値で安定した。なお、実験棟 B 管理区域

内の汚染検査を行い、異常は認められなかった。 

 

 

写真 2.8.4-1 タイマーの故障が発生した自動制御盤（CP-201-3） 

 

(4)その後の措置状況 

NUCEF の自動制御盤は、設置後 18 年を経過しているため、予防保全の観点から実験棟 A 及

び実験棟 Bの自動制御盤について、同型のタイマー21 個を交換した。 

(タイマーの交換を実施した自動制御盤) 

実験棟 A：CP-101,102,103,104,105,106,107,108,109,110,111,112 

実験棟 B：CP-201-1,201-2,203-1,204,206,207,208,209,210 

 

(本郷 悟志) 

故障したタイマー 
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2. 8. 5 安全情報（NSRR 施設における火災について） 

 

(1)発生日時 

平成 23 年 12 月 20 日（火）09 時 27 分頃 

 

(2)発生施設 

NSRR（原子炉安全性研究炉）施設 原子炉建家（第 1種管理区域） 

 

(3)内容 

NSRR 原子炉建家の屋根は、鉄骨に鉄板張り（屋根ライニング）した上にアルミ板瓦棒葺を

施した構造になっているが、アルミ板の表面に腐食が散見されるようになってきたので雨水が

屋根ライニングを浸食する恐れがあることから、アルミ板の上にステンレス製の保護板を被せ

て防水処理を施すこととした。当日は、保護板を止めるための取付け金物を、屋根ライニング

にアーク溶接機を使用して新たに取付ける作業を行っていたところ、屋根ライニングが溶接の

熱により溶けて穴があき、高温の溶融物が原子炉建家天井裏に落下し、吸音材（グラスウール

（厚さ 15mm））を抜けてその下にある可燃性の防湿シートが延焼した。なお、延焼面積は約 76

㎡であり、防湿シート以外の延焼はなかった。また、原子炉本体施設等への影響はなかった。

（写真 2.8.5-1、写真 2.8.5-2 参照） 

 

(4)その他 

原子炉建家の負圧が保たれていたことから、原子炉建家から環境への放射性物質の漏えいは

なく、また、排気モニタ及びモニタリングポストのデータにも異常はないことから環境への影

響はなかった。作業員などの被ばくもなかった。 

 

(5)対策 

溶接面の錆及び腐食による不陸を処置せずに溶接作業を行い加熱超過となったため、溶接部

の屋根ライニングが溶けて、溶融物が落下したことが原因であることから、溶接作業の際には

請負業者に詳細な要領書を提出させ溶接面の施工監理を強化する。なお、要領書の作成にあた

っては、施設保全課担当者と請負業者の双方が必要な情報を提供し相互に確認する。また、溶

接で穴があき溶融物が裏側に突き抜けること及び溶接面の裏側が高温になることにより発生

する火災への対策が必要なことから、溶接を行う際には施設保全課担当者と請負業者で溶接面

の裏面及び下方の状況についての安全確認を行い、チェックシートに記録することにより防火

対策を徹底する。 

（稲野辺 浩） 
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写真 2.8.5-1 NSRR 原子炉建家 縦断面図 

 

  

 

写真 2.8.5-2 事故現場状況 

 

 

炉室天井 

火災発生 

屋根 

炉室 

炉心天井裏焼跡 取付け金物 

貫通部

アルミニウム製
の天井板 

グラスウール(確認
のため剥がした) 

防湿シート
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2. 8. 6 安全情報（FEL 棟西側の工業用水配管からの漏えいについて） 

 

(1)発生日時 

平成 24 年 2 月 13 日（月）15 時 46 分頃 

 

(2)発生施設 

FEL 棟西側屋外（第 2種管理区域、RI 施設） 

 

(3)内容 

研究棟東側の工業用水配管更新工事のため、FEL 棟西側屋外第 2種管理区域内 の草地をバ

ックホーにて掘削・伐根作業を行っていたところ、地下約 50cm に埋設されていた既設の配管

に土圧がかかり、腐食が進んでいたフランジのねじ接合部が破断し漏水した。今回の漏水によ

り、FEL 棟、先端基礎研究交流棟、研究 1・2・3・4棟、新図書館、放射線標準施設棟、JFT-2、

核融合特研、コード特研、情報システムセンター、超高圧電子顕微鏡建家及び研究棟地区屋外

消火栓が断水となった。なお、漏水量は約 100 ㎥であった。（写真 2.8.6-1 参照） 

 

(4)その他 

当日に漏えい箇所の補修を行い、異常のないことを確認した。 

 

(5)対策 

埋設配管の位置や深さ等の確認が不十分なまま伐根作業を行ったことが原因であることか

ら、位置が不明確な埋設配管は試掘を行い、位置を明確にしてから作業を行うことを徹底する。

また、当該場所は、第 2種管理区域であったため管理区域作業の認識が不足し、保安管理部へ

の情報共有が遅れた。そのため、作業計画において管理区域内の緊急時連絡体制及び通報連絡

基準を明確にし、事故・トラブルの際には管理区域の有無について連絡を徹底する。 

 

（矢吹 道雄、佐藤 臣夫） 
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写真 2.8.6-1 FEL 棟西側漏水対応 

 

破断状況 破断フランジ 

破断配管ネジ部 復旧状況 

一次側配管 破断部 
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2. 9 労働災害 

平成 23 年度は、震災後の復旧で多くの作業があったが、工務技術部職員、常駐委託業者におけ

る労働災害は発生しなかった。また、NSRR 原子炉棟屋根改修工事での火災事故があったが負傷者

はいなかった。 

詳細は、2.8.5 安全情報（NSRR 施設における火災について）を参照。 

（稲野辺 浩） 

 

 

2.10 人材育成 

文書作成能力及びプレゼンテーション力の習得・向上のため、部内業務報告会（5級職全職員

対象、5回開催）及び工務部門技術報告会（全拠点工務部門対象、1回開催）を実施した。部内業

務報告会は、回を重ねる毎に発表能力が向上し、非常に効果的であった。 

OJT による育成では、各職場のチーム内討論会が積極的に実施され、職場内のコミュニケーシ

ョンの活性化及び問題意識の向上という点で有効であった。 

特定施設運転等の業務に必要な資格取得では、2級ボイラー技師、第 1種衛生管理者等の資格

取得が積極的に行われた。 

   (鈴木 昇) 
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2.11 トピックス 

2.11.1 JRR-3 非常用発電機分解点検 

 (1)目的 

  JRR-3非常用電源設備はガスタービン機関、発電機、燃料槽等から構成されており、A系及びB

系の2台設置されている。原子炉運転中、商用電源喪失時には1次冷却材補助ポンプ、非常用排

気設備及び安全保護系等に電力を供給するものである。 

非常用発電機は納入から23年が経過し、平成22年度に実施した点検作業のボアスコープ検査

時にパワーセクション内部のタービンノズル等に複数のひび割れを発見したため、非常用発電

機の分解点検整備を実施することとした。 

 

(2)概要 

  JRR-3 原子炉制御棟地階に設置している非常用発電機からパワーセクションを取り外し、川

崎重工業㈱明石工場にて分解点検整備を実施した。また、現地組み立て後、当該設備の機能維

持及び健全性を確認した。 

 

(3)その他 

  今回の分解点検整備にて交換、修理を行った部品を以下に示す。 

  (図 2.11.1-1、2.11.1-2、写真 2.11.1-1、2.11.1-2 参照) 

    (砂押 和明) 

 

図 2.11.1-1 A 系非常用発電機 交換部品、修理部品一覧 
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図 2.11.1-2 B 系非常用発電機 交換部品、修理部品一覧 

 

写真 2.11.1-1 パワーセクション搬出風景   写真 2.11.1-2 パワーセクション分解点検後   
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2.11.2 構内ボイラー燃料 LNG 化 

(1) 目的 

原科研のボイラー燃料を価格変動の激しい A重油から、供給量と価格が安定した LNG（液化

天然ガス）へ燃料転換を図り、ボイラー運転経費の変動幅を縮小させることで、原科研の蒸気

安定供給に資する。また、環境問題となっている CO２排出量は、A 重油の約 3 割減となり地球

温暖化防止にも貢献する。 

 

(2)概要 

第 2 ボイラー燃料の LNG 化は、平成 21 年度 LNG 供給設備を新設及び 1 号缶から 3 号缶につ

いて LNG バーナーの改造を行った。平成 22 年度第 2 ボイラー4 号缶及び 5 号缶のバーナー部

更新を契約済繰越とした。当初は、平成 23 年 6 月末工期を予定していたが、震災の影響で平

成 23 年 7 月末に工期を延伸しバーナー更新が終了した。（写真 2.11.2-1、写真 2.11.2-2）併

せて、ボイラー室内の№2重油サービスタンク及び重油供給配管等の撤去を行ったことで燃料

転換が完了した。また、危険物一般取扱所の廃止、ばい煙発生設備の変更手続きを行った。 

 

(3) 今後の予定 

東側屋外重油タンクの撤去及び第 2 ボイラーの危険物施設をすべて廃止するための予算要

求を行う。 

（松岡 広） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.11.2-1 ボイラーバーナー改造前    写真 2.11.2-2 ボイラーバーナー改造後 
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2.11.3 NUCEF 実験棟 A第 3給気系送風機のシャフト交換 

(1)目的 

平成 23 年 9 月に実施した実験棟 A第 3給気系送風機(A)のベアリング交換の際に、ファン側

シャフト(プーリー側)に摩耗が発生しており、シャフトの外径(軸径)に対するベアリング内径

の嵌め合いしろ(＝軸径－ベアリング内径)の値が、プーリー側、反プーリー側とも、いずれも

管理基準値外であることが確認された。(写真 2.11.3-1、2.11.3-2 参照)ただし、ベアリング

交換後の試運転において異音、振動等は認められず、バックアップ機として使用可能なもので

あったことから、予備機として常時待機状態にするとともに、予防保全の観点からシャフトの

交換を実施することとした。 

 

(2)概要 

当該送風機のシャフト交換は、シャフトをはじめとする表 2.11.3-1 の部品について 3 日間

の工程で実施した。なお、新設シャフトの嵌め合いしろの値は、プーリー側、反プーリー側と

も、いずれも管理基準値を満足するものであり、交換後の試運転の結果は良好であった。 

 

(3)その他 

NUCEF には、当該機の他にも嵌め合いしろの値が管理基準値外の送排風機が数台ある。これ

らの機器については、ベアリング収納部の振動測定を定期的に実施しその健全性を確認している

ところであるが、予防保全としてシャフト交換の検討が必要である。 

(本郷 悟志) 

 

表 2.11.3-1 シャフト交換における交換部品一覧 

部 品 名 称 製  造 数 量 備  考 

12 軸(シャフト) ㈱朝倉製作所 1  

プーリー側軸受箱 ㈱朝倉製作所 1  

反プーリー側軸受箱 ㈱朝倉製作所 1  

プーリー側カバー ㈱朝倉製作所 1  

反プーリー側カバー ㈱朝倉製作所 1  

軸受（6312C3） NTN㈱ 1 プーリー側 

軸受（6310C3） NTN㈱ 1 反プーリー側 
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写真 2.11.3-1 送風機シャフト（プーリー側）の摩耗 

 

 

写真 2.11.3-2 送風機シャフト（反プーリー側）の摩耗 

 

 

摩耗箇所 

摩耗箇所 
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2.11.4 トピックス（久慈川導水管撤去の進捗状況） 

(1) 目的 

原科研の用水については、平成 19 年度に茨城県工業用水導入及び平成 20 年度に東海村上水

の導入に伴う切替工事が完了した。 

平成 21 年度から茨城県工業用水の切替等の完了に伴い、使用を終了した設備等の廃止措置

を開始した。平成 23 年度は、県道常陸那珂港山方線に埋設された久慈川導水管の撤去を行っ

た。 

 

(2) 概要 

平成 22 年度までに、久慈川取水樋管撤去、阿漕ヶ浦取水ポンプ室撤去及び久慈川導水管の

うち茨城県及び地権者との了解を得ている、東海村合同庁舎前交差点から阿漕ヶ浦放水口並び

に分岐弁から構内直送配管の撤去に係る実施設計を行った。 

平成 23 年度は、震災の影響で工期を延伸した久慈川沈砂池撤去、東海村合同庁舎前交差点

から真崎十文字及び阿漕ヶ浦放水口から分岐弁までの久慈川導水管の廃止措置を行ったが、一

部区間が茨城県の歩道整備事業と重複したことから平成 23 年度内竣工が困難となり、工期を

平成 24 年 7 月末に延伸した。さらに、真崎十文字から原科研前までの久慈川導水管撤去設計

の変更設計を行った。（写真 2.11.4-1、写真 2.11.4-2） 

 

(3) 今後の予定 

平成 24 年度は、平成 23 年度に変更設計を行った、真崎十文字から原科研前までの久慈川導

水管の廃止措置を予定している。 

また、東海駅入口交差点から八軒原入口付近までの実施設計を行う予定である。 

 

（松岡 広） 
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写真 2.11.4-1 導水管撤去状況（村松北地区原研道路） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.11.4-2 導水管撤去状況（真崎地区民地内） 
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2.12 震災の対応 

2.12.1 業務課所管施設の被災状況及び対応状況 

第2事務棟が被災度判定により中破となったものの、支保工を設置するなどして平成24年1月

上旬まで第2事務棟で業務を行った。その後、業務課は研究炉実験管理棟、工務第1課はRI棟に、

工務第2課は特高受電所に、施設保全課は原子炉特別研究棟及び第1ボイラーに居室を移して業

務を継続した。 

 （高野 隆夫） 

 

 

2.12.2 工務第 1課所管施設の被災状況及び対応状況 

 

(1)平成 23 年度の復旧状況 

各施設における設備機器等の復旧状況は、給排気設備(気体廃棄設備含む)の運転再開に向け

た点検を行い、排気浄化装置の健全性を確認し、平成 23 年 7 月 1 日、全施設の給排気設備が

通常運転となった。液体廃棄設備は管理区域内の廃液貯槽、ポンプ等の点検及び管理区域外の

廃液配管の点検と通水試験を平成 23 年 6 月 3日まで実施し漏水のないことを確認した。 

なお、TCA の廃液配管の破断箇所の補修については、平成 23 年 7 月 21 日、水戸原子力事務

所への説明を行い設工認手続き不要との回答を得て補修工事を行い、平成 23 年 11 月 30 日に

破断箇所の補修が完了した(写真 2.12.2-1 参照)。第 4 研究棟第 2 種管理区域内廃液配管の経

年劣化対策として漏水防止用テープによる補修を実施した。プルトニウム研究 1棟の排気ダク

ト破損の補修方法について、11 月 22 日規制室から施設検査対象となる旨回答あり、平成 24

年 3 月 28 日、施設検査申請手続きを行った。補修工事を平成 24 年度に実施する予定。給水・

排水設備及び一般施設の設備機器についても、年度内に一部を除き復旧作業が終了した。 

 

(2)今後の予定 

平成 24 年度は、プルトニウム研究 1棟の排気ダクト破損(写真 2.12.2-2 参照)の補修方法に

ついて関係課室との協議を行い、補修工事を実施し施設検査を受検する。汚染除去場の屋外排

気ダクト補修については、規制室への補修計画を説明する。また、タンデム加速器棟の屋外排

水配管の補修を実施する。 
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写真 2.12.2-1                   写真 2.12.2-2 

 

 

 

 

2．12．3 工務第 2課の被災状況及び対応状況 

(1) ユーティリティ施設 

特高受電所は、震災により主変圧器の放熱器筋交いボルト切断及び GIS 接地線が変形した。

平成 23 年 7 月初旬、変台基礎の測量及び GIS 接続部のガス分析を実施し異常が認められなか

ったため、平成 24 年度に主変圧器及び GIS の補修を実施することとした。リニアック変電所

は、6kV 高圧バスダクト建家壁貫通部の雨仕舞亀裂及び変台の一部に陥没が発生した。平成 24

年 3 月下旬、6kV 高圧バスダクトに防水カバーを取付けるとともに、陥没箇所の補修を実施し

た。なお、周囲道路の陥没箇所については、平成 24 年度にリニアック棟の周囲道路整備に併

せて補修を実施する。 

配水場は、上水・工水の給水配管が破断し漏水した。平成 23 年 5 月下旬に給水配管の補修

が概ね完了した。また、第 1ボイラーの煙突上部に亀裂が発生し、煙突が国道 245 号線に倒壊

するおそれがあるため平成 23 年 4 月に撤去を実施した。さらに、第 2 ボイラーでは、LNG 設

備の基礎周囲の陥没、5缶全てのボイラー耐火物の崩れ、煙突の傾き、還水槽及び硬水軟化装

置の破断が確認された。平成 23 年 4 月下旬、LNG 設備の貯槽タンクの傾き及び付帯設備の点

検を実施したところ異常は認められなかった。しかし、平成 23 年 8 月 24 日、第 2ボイラー周

囲の陥没箇所補修のための掘削作業を行っていたところ、非管理区域の土中の埋設物から金属

缶が発見された。このため、平成 23 年 11 月中旬まで埋設物調査を実施し、平成 24 年 3 月下

旬、文科省に「第 2ボイラー非管理区域おける金属缶等の発見」に係る報告書を提出した。平

成 23 年 8 月下旬、2 号缶ボイラーの耐火物積替え完了のため、処理場方面に蒸気の送気を開

始した。平成 23 年 12 月上旬、1 号、4 号缶の耐火物積替えが完了し、冬期運転を開始した。

平成 24 年 3 月上旬、残る 3 号、5 号缶の耐火物積替えと、今後の余震による煙突倒壊を防止

TCA 配管破断箇所の補修後 

廃液配管の材質：鋼管 

配管径：65A 

プルトニウム研究 1棟 ダクト破断箇所 

排気第 10 系統排気ダクトの材質：塩ビ 

 

破断箇所 

補修した廃液配管 
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するため、南北 2本の煙突を約半分に切断した。（写真 2.12.3-1）なお、破断等が発生した還

水槽及び硬水軟化装置は、平成 24 年度のボイラー冬期運転前に更新を実施する。 

排水溝は、第 2 排水溝の隧道部の一部に亀裂が確認されたため、平成 23 年 7 月上旬、排水

溝被害状況調査を実施した。平成 24 年 3 月下旬、第１排水溝は、暗渠部の亀裂補修及び放流

渠の放水口周囲への消波ブロック積増しを実施した。（写真 2.12.3-2）また、第 2 排水溝は、

暗渠部が約 200ｍ、隧道部が全長約 300ｍのうち約 225ｍの更新を実施した。なお、排水溝に

接続される排水管路の一部が陥没したため、平成 23 年 7 月初旬から中旬にかけて、給水車に

よる試験通水を実施し健全性確認を行ったが異常は認められなかった。 

浄化槽設備は、浄化槽からの漏水、流入枡のずれ及び排水管路の逆勾配が確認されたが、平

成 23 年 6 月中旬までに浄化槽の漏水等の補修が概ね完了した。また、クレーン設備は、平成

23 年 4 月下旬に地震後の健全性確認のための緊急点検が概ね完了し、被害のあるものについ

てはクレーン管理担当課長に使用禁止措置及び整備等の指示を行った。 

 

(2) 機械室設備 

ホットラボは、気体廃棄設備の塩ビ製排気ダクトに亀裂が発生した。排気ダクト補修後に試

運転を実施し平成 23 年 8 月上旬に通常運転を開始した。 

RI 製造棟は、排風機室建家の躯体損傷、600 エリア軸流ファンのキャンバスダクト脱落、フ

ィルタユニット基礎の亀裂、廃液配管の破断及び DP タンクヤードの法面の損傷があった。平

成 23 年 5 月中旬、ダクト、基礎及び廃液配管補修後に気体廃棄設備の試運転を実施し通常運

転を開始した。なお、DP タンクヤードの法面の補修は平成 24 年度実施する予定である。 

JRR-2 は、排気筒折損、15t クレーン室建家の著しい損傷及び実験室系埋設ダクトの損傷が

あった。また、平成 23 年 5 月中旬から下旬にかけて、管理区域外の埋設廃液配管を一部掘削

し目視点検及び通水試験を実施し健全であることを確認した。なお、平成 24 年 6 月頃、廃止

措置課が JRR-2 原子炉に係る廃止措置計画の変更認可を申請し、認可後に排気筒を復旧し炉室

系排風機の運転を再開する予定である。 

J-PARC 施設は、MLF 他の上水・工水の配管破断、3GeV 棟の屋外電源ヤ－ド及びチラー冷凍機

基礎の陥没、リニアック棟の給排気ダクト、空調機及び冷温水配管等の損傷があった。 

平成 23 年 4 月下旬、MLF の上水・工水の配管補修を実施し、その後、平成 24 年 1 月下旬、

リニアック棟の上水配管の補修を実施し上水・工水の配管補修は全て完了した。平成 23 年 5 月

中旬、MLF、3NBT 下流及び 3NBT は、換気空調設備の点検及び試運転を実施し通常運転を開始し

た。平成 23 年 6 月下旬、3GeV 棟は、屋外電源ヤ－ド及びチラー冷凍機基礎補修のための緊急

工事を開始し、平成 23 年 8 月下旬に完了した。また、平成 23 年 9 月中旬、給排気設備の点検

及び試運転を実施し通常運転を開始した。平成 23 年 9 月上旬、リニアック棟は、給排気設備ダ

クト、空調機及び冷温水配管等補修のための緊急工事を開始し、平成 23 年 12 月上旬に完了し

た。なお、給排気設備は、工事完了までに点検及び試運転を実施したことで、平成 23 年 12 月

上旬に通常運転を開始した。このため、平成 23 年 12 月 9 日からの J-PARC ビーム運転を予定ど

おり行うことができた。 

（向中野 政則） 
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写真 2.12.3-1  第２ボイラーの北側煙突切断 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.12.3-2 第 1 放流渠の放水口周囲に消波ブロック積増し 

 

 

2．12．4 工作技術課所管の被災状況及び対応状況 

工作技術課は、機械工作支援を行う工作工場、軽水炉の工学的安全研究を行う大型非定常ルー

プ実験棟(LSTF)、大型再冠水実験棟、二相流ループ実験棟(TPTF)及び機械化工特研の 5 つの建家

を所管している。 

震災によりこれらすべての建家で設備、備品類の落下、転倒など多くの被害を受けた。取りわ

け工作工場と機械化工特研大実験室では、建家の主要構造部の被害が著しく応急被災度調査によ

り立入禁止の判定が下された。 

以下に平成 23 年度に実施した各建家における復旧作業の概要を記す。 

 

煙突一部切断後

に足場は撤去 

消波ブロック吊込み

の 150 トンクレーン

積増した消波ブロック

クレーンで北側煙突吊上げ 

吊込んだ消波ブロック 
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(1)工作工場 

工作工場では、写真 2.12.4-1 及び 2.12.4-2 のとおり建家高層部のコンクリート柱の多くに

甚大な被害を生じ、被災度判定調査により上部構造の被災度が大破と診断された。余震による

二次災害防止のため、工場躯体補強工事を年度当初に行うとともに、工作機械をモックアップ

試験室建家等に移設し、5月下旬から機械工作支援業務を一部再開した。 

工場再建は、3 次補正予算による工場建家一部解体及び新工作工場新築が認められたため、

平成 24 年度中の完成を目標に工事が実施される予定であり、事前準備として、少量核燃料物

質使用施設の許可廃止の文科省申請、第 2種管理区域の解除及び解体廃棄物を放射性廃棄物で

ない廃棄物として取扱うための汚染検査を実施し、平成 24 年 1 月 18 日に少量核燃料物質使用

施設の廃止の認可、平成 24 年 2 月 7 日に第 2 種管理区域の解除が了承され、再建工事の準備

を完了した。 

 

(2)LSTF 

LSTF では、建家の主要構造部に大きな被害はなかったが、写真 2.12.4-3 のとおり建家最上

部(約 40m）に設置された 35トン天井走行クレーンがレールから外れ落下の危険が生じたため、

クレーンが使用不能となった。本クレーンは実験装置の組み換えや保守点検に不可欠な設備で

あることから、第 1 次補正予算にて平成 23 年 12 月より修理作業を開始し、平成 24 年 2 月に

完了した。また、一部損傷した建家の鉄骨と大実験室の南北に設置されたシャッターについて

も補修を実施した。 

 

(3)大型再冠水実験棟 

大型再冠水実験棟については、建家の主要構造部に大きな被害はなかったが、大実験室の高

窓ガラスや窓枠サッシが脱落するなどの被害を生じたほか、天井走行クレーンのレール取り付

けフックボルトの伸びによる緩み、また、レール変形によりクレーンが使用不能となった。 

 平成 23 年度においては、破損状況の正確な把握と修理計画を行い、次年度に実施される補

修工事の円滑化を図った。 

 

(4)TPTF 

TPTF は天井走行クレーンのレール取り付けボルトに緩みを生じた以外、建家及び設備等に

おいても特に大きな損傷はなかった。 

平成 23 年度においては、クレーンの修理費等について研究グループと協議を進め、次年度

に修理が円滑に進むよう調整を図った。 

 

(5)機械化工特研 

機械化工特研は、鉄骨造りの大実験室と鉄筋コンクリート造りの居室・研究室部分で構成され、

大実験室は、写真 2.12.4-4 及び 2.12.4-5 のとおり鉄骨ブレースの多くが破断し、建家床面の複

数箇所で亀裂、陥没が発生したことから応急被災度調査により立入禁止の判定が下された。一方、

居室・研究室は一部で床の陥没等はあったが、これ以外に大きな被害はなかった。大実験室には
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安全研究センター及び原子力基礎工学研究部門が所管する各種の実験装置が設置され、今後、福

島支援の実験等も計画されている。平成 23 年度においては、建家を再建する方向で検討を進めた

結果、補正予算での再建が認められたため、平成 24 年度中の完成を目標に工事が実施される予定

である。                           （小川 政行、千葉 雅昭） 

  

写真 2.12.4-1 工作工場北側高層部柱破損   写真 2.12.4-2 工作工場南側高層部柱破損 

 

 

写真 2.12.4-3 LSTF 天井走行クレーンの脱輪 

  

  

写真 2.12.4-4 機械化工特研ブレース破損    写真 2.12.4-5 機械化工特研床陥没 
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2. 12. 5 施設保全課の震災対応状況 

平成 23 年度も引き続き、震災により被災した建築物・構築物および電気・機械設備の補修・改

修工事を実施した。 

  

(1)施設保全課 建築チーム 

震災に伴い行った主な工事案件は下記のとおりであり、なかでも第 1ボイラー煙突、研究棟

間渡り廊下は被災が大きく余震による倒壊があるため緊急で解体・撤去を行なった。（写真

2.12.5-1 参照） 

また、震災後 2 日間で原科研内建物の震災建物応急危険度判定を実施した。判定結果を表

2.12.5-1 に示す。 

 

ｱ) 緊急工事案件 

・第 1ボイラー煙突解体・撤去工事 

・構内道路・駐車場仮復旧工事 

・事務 1棟・車庫・倒壊防止のための工事 

・構内食堂 2階天井撤去工事 

・原科研スタック倒れ調査作業 

・その他 

 

ｲ) 原科研内建物応急危険度判定結果 

調査した棟数：100 棟 

（稲野辺 浩） 

表 2.12.5-1 震災建物応急危険度判定結果 

判定 調査済み（緑） 要注意（黄） 危険（赤） 

棟数 72 棟 14 棟 14 棟 

 

  

 

写真 2.12.5-1 緊急対応案件 

研究棟地区立入禁止措置 第 1ボイラー煙突倒れ防止措置 
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(2)施設保全課 電気チーム 

研究棟間渡り廊下については、被災も大きく倒壊の恐れがあり早急な解体・撤去が必要だっ

たため、渡り廊下天井を利用して敷設されていた研究棟地区等の安全警報・自火報・構内放送・

通信用光・電話ケーブルを取り急ぎ渡り廊下の解体に支障がないように架台設置の仮設工事を

実施した。（写真 2.12.5-2 参照） 

その後、安全警報ケーブル等の盛替工事の設計にあたり、敷設してある約 60 本全てのケー

ブルについて経路調査及び盛替ルートの検討並びに用途の確認等を行い、短期間で設計を完遂

させた。また、現場施工においては安全警報等の重要なケーブルであったため、各課室との調

整に苦労をしたが、大きなトラブルもなく無事完遂することができた。 

また、その他にも照明設備・自火報感知器等の被災が大きかったため順次補修工事を実施し

た。 

（椎名 孝夫） 

 

  

 

  

 

写真 2.12.5-2 第 1 研究棟他渡り廊下ケーブルラック架台仮設他工事 

 

架台仮設状況 架台仮設状況 

自火報ケーブル接続状況 電話線接続状況 
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(3)施設保全課 機械チーム 

転倒の恐れのあった第 2ボイラーに設置されている排煙用煙突（鋼製：2基）の転倒防止改修

工事を行った。設計は、転倒を防止し、煙突としての性能を発揮できる長さを求めた。検討した

結果、上部より 15m の切断が有効であることを確認した（全長：27 m）。しかし、煙突の基礎ボ

ルトの劣化や燃料転換を行ったことにより、今後は、抜本的な改修工事が必要となる。（写真

2.12.5-3 参照） 

  また、簡単な工事工程を図 2.12.5-1 に示す。 

（矢吹 道雄） 

 

外部足場設置→内部足場設置→切断部の耐火材剥離→吊下ろし用フック掛け穴あけ→ 

煙突切断→吊下ろし→耐火材剥離→運搬→上部カバー取付け→塗装→足場解体 

 

図 2.12.5-1 第 2 ボイラー煙突転倒防止改修工事工程 

 

  

 

 

 

写真 2.12.5-3 第 2 ボイラー煙突転倒防止改修工事 

改修前 改修中 

改修後（現在） 
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2.12.6 福島支援 

(1)学校プール水除染作業 

①経緯 

震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、大量の放射性物質が大気中に放出

された。これにより、屋外にある学校のプール水中の放射性物質濃度が高くなり、プールが利

用できなくなった。 

工務技術部は、原子力機構への支援要請を受け福島支援本部（現・福島技術本部）により編

成された特別チームに加わり、福島県伊達市にある5 箇所の小学校、中学校において、ゼオラ

イトと凝集剤PACを用いた凝集沈殿による放射性物質の除去についてその有効性を実証すると

ともに、除染作業を行った。 

なお、今回行った学校プール水除染の方法等については、既に「学校プール水の除染の手引

(JAEA-Testing 2011-007)」として纏められ公開されている。また、「学校プール水の除染実証

試験(JAEA-Technology）」として報告される予定であることから、本稿においては、除染作業

において工務技術部が実施した点を中心に報告する。 

 

 ②実施場所及び体制 

工務技術部からは、16名が6回の派遣で計22日、延91人・日参加した。（表2.12.6-1 除染作

業派遣状況参照） 

富成小学校には、2回、延54人・日が参加し、ゼオライトと凝集剤PAC(ポリ塩化アルミニウム：

以下PACという)を用いた除染方法を実証するため、福島支援本部及び原子力基礎工学研究部門

の主導の基、用意した資材で除染作業が可能となることを確認した。2回目の派遣では、プー

ル水全量（約200m3）を1 m3のポリタンク（以下ポリタンクという）で凝集沈殿させるため、工

務技術部から12名が参加している。 

3回目の柱沢小学校以降では、富成小学校の作業で確認した除染方法を用いて、4箇所の小学

校、中学校のプール水の除染を行っている。この作業においては、工務技術部が作業責任者と

なり、作業全体の管理と除染作業の指導を、他部門等から派遣された職員が放射線管理業務を、

福島支援本部が伊達市及び学校との連絡を担当し、除染作業は、福島県が実施する『がんばろ

う福島！‟絆”づくり応援事業』により雇用された地元の方により行う体制となった。このため、

工務技術部からの参加者は、柱沢小学校、松陽中学校においては3名に減少し、さらに作業手

順等が確立してきた月舘小学校以降は2名に減少しているが、地元雇用の方々の習熟度が増し

たことにより、作業は順調に進んだ。 
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表2.12.6-1 除染作業派遣状況 

 

実施日 7/2～7/4 7/9～7/12 8/2～8/4 8/9～8/12 8/23～8/26 8/30～9/2

学校名 
伊達市立 

富成小学校

伊達市立 

富成小学校 

伊達市立 

柱沢小学校

伊達市立 

松陽中学校

伊達市立 

月舘小学校 

伊達市立 

保原小学校

作業日数 3 4 3 4 4 4 

参加人数 2 12 3 3 2 2 

 

 ③除染作業の概要   

本作業は、プール水中の放射性物質及び放射性物質の付着した土・葉・藻類を除去し、プー

ル内を除染する作業である。作業の特徴は、プール水中の放射性物質（セシウム）を、凝集沈

殿により沈殿物（固体）として分離し、プール水についてはそのほとんどを一般の排水路に排

水することとしたことである。また、凝集沈殿の際に優先的にセシウムを吸着する性質がある

ゼオライトを加え、プール水中のセシウムをゼオライトに吸着させて凝集沈殿させることで、

セシウムの回収を容易にしている。なお、分離した放射性物質及び放射性物質が付着した土・

葉・藻類については、集めて水切りを行った後、その処分方法が決まるまで敷地内に隔離して

保管した。 

（図2.12.6-1 柱沢小学校以降のプール水除染作業のフロー参照） 

 

凝集沈殿による除染は、プール水中のセシウム及びセシウムの付着したプール内沈殿物（土、

葉、藻類）を、水道施設の水処理等で使用しているPACを用いて凝集沈殿させ、分離・回収す

るものである。放射性物質を含んだゼオライト、土・葉・藻類を沈殿させるには、PACを加え

たプール水の撹拌が必要なことから、作業はポリタンクを用いて行われた。 

作業手順は次のとおり。 

a) プール水を、ゼオライトを入れたポリタンクにポンプで汲み上げ、撹拌しながらPACを加

える。 

b) プール水中の浮遊物質が纏り、大きくなるまで急速に撹拌する。 

c) 浮遊物質の纏まりが大きくなったら、pHが5.8を超えるまで撹拌しながら中和剤を添加す

る。 

d) 浮遊物質が大きくなり沈殿し始めたら、撹拌を弱めてさらに継続する。 

e) 浮遊物質が底に沈み水が透き通ったら、上澄み水の放射能濃度が200Bq/kg 以下を確認し

て、上澄み水は排水し沈殿物は回収する。 

（図2.12.6-2 ポリタンクでの凝集沈殿作業のフロー参照） 
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200Bq/kg以下を
排水した残り水

【濃度高】

排水

200Bq/kg
以下の範
囲はﾎﾟﾝﾌﾟ
で排水

上澄み水

沈殿物
【濃度高】

敷地内保管

水切り
【濃度高】

ﾌﾟｰﾙの底が見えたら、沈殿して
いる土・葉・藻類を麻袋に回収

【濃度高】

ポリタンク
凝集沈殿処理

低部のﾌﾟｰﾙ水は濃度が高い 水

放射性物質

【作業順位 １】

【作業順位 ３】

【作業順位 ２】

ﾌﾟｰﾙ

 

図2.12.6-1 柱沢小学校以降のプール水除染作業のフロー  

ゼオライト ＰＡＣ 中和剤

急速撹拌
PACの拡散

緩速撹拌
濁質成分の集塊化

滴下

沈殿物
敷地内保管

上澄み水
排水路に排水

処理水

pH7
前後

 

図2.12.6-2 ポリタンクでの凝集沈殿作業のフロー 

 

 ④富成小学校での作業概要 

工務技術部が本格的にプール除染を開始した7月9日の富成小学校派遣の前には、除染作業を

想定しての資材の調達、購入した資材の加工等、実際に行う作業状況が不明な中で準備作業を
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行った。富成小学校では、3班に分かれて、１班当たり6個のポリタンクを用いてプール水の全

量(約200m3)を上澄み水と沈殿物に分離し、上澄み水は排水し沈殿物は回収して一時保管とした。

この作業では、ゼオライトとPACを用いた除染方法を実証するため、次の事を確認した。 

a）排水するプール水が、上水についての暫定規制値200Bq/kg 以下であること。 

b）凝集沈殿の際のゼオライトとPAC の添加量及び添加方法 

c）沈殿物の回収・ろ過方法 

d) 上澄み水の排水方法  

 

作業を行う中で各班から出される効率化のポイント等をその都度導入し、改善しながら作業

を進め、限られた期間で手順を確立し作業を完了させた。しかし、沈殿物の回収・ろ過につい

ては、作業時間等の効率の課題が、また、排水では汚染したバグフィルターが発生する廃棄物

の課題が残った。 

 

⑤柱沢小学校以降の作業概要 

柱沢小学校以降の作業では、富成小学校で確認された作業手順・方法を基に除染作業を実施

すること、また、今後除染技術を地域社会へ移転することを目的として、伊達市が委託した地

元の作業員に除染方法等を指導することに重点を置いた作業となった。 

(写真2.12.6-1) 

なお、作業方法等については、地元作業員の参加、富成小学校での作業状況を受けて、次の

変更を行っている。 

a) 工務技術部は作業責任者として作業全体の管理を行うと共に、伊達市が委託した地元の作

業員を指導し、凝集沈殿、排水、清掃作業を行うこととなった。また、放射線管理担当者

を派遣する部署が固定された。これにより、実施体制が確立し、各担当の業務が明確とな

り、作業の進行がスムーズになった。 

b) プール水の放射能濃度を測定し、200Bq/kg以下の範囲までは、凝集沈殿を行わずに排水路

に排水することとした。これにより、大部分のプール水をそのまま排水することが可能と

なり作業時間が大幅に短縮された。 

c) ポリタンクで凝集沈殿する際にpH処理を行うこととした。これは、水質汚濁防止法に基づ

く排水基準を遵守することを主目的としているが、凝集沈殿の効果を上げることに繋がっ

た。 

d) プールの底に沈殿している土、葉、藻類及び凝集沈殿により分離した残留物の回収・水切

りに麻袋を使用した。また、ポリタンクの沈殿物を柄杓で掬って麻袋でろ過することとし

た。これにより時間短縮、被ばく量の低減が図られた。 

 （写真2.12.6-2、写真2.12.6-3） 

また、作業手順・方法等については、常に最良の方法となるよう変更を重ねている。その一

つとして、プールの底に設置されているプール排水管内の除染方法、プール水を凝集沈殿作業

を行わずに排水する場合の沈殿物の分離方法がある。（写真2.12.6-4） 
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柱沢小学校では、機構職員による除染作業から地元作業員による除染作業へと体制が変わり、

地元作業員へ作業概要・手順について一からの説明が必要になったこと、また、地元作業員が

作業を覚えるまでは、工務技術部担当者が教えながら作業を行わなければならなかったことか

ら、作業開始当初は進捗が遅く、工務技術部担当者、地元作業員共に落ち着かない状況であっ

た。しかし、その後地元作業員が意欲的に作業に取り組んだことと習熟が早かったことから、

計画どおりに除染作業を完了している。その後の3箇所の小・中学校においては、さらに習熟

度が増したこともあって、最終日には次の作業場所の調査・前作業を実施する余裕も出ている。 

また、地元作業員への除染方法等の指導についても、後半の小学校においては、自発的に作

業を組立て、実施していることから、初期の目的は達成したと考える。 

（高野 隆夫） 

 

 

写真2.12.6-1 地元雇用の方による作業状況 

 

 

 

変更前）シーツを使い手で絞る         変更後）麻袋に入れて放置 

写真2.12.6-2 沈殿物のろ過作業の変更点 



JAEA-Review 2013-025 

- 85 - 

 

変更前）補虫網で掬って手で絞る      変更後）柄杓で掬って麻袋でろ過 

写真2.12.6-3 沈殿物の回収作業の変更点 

 

  変更前）バケツに洗濯ネットを被せる    変更後）大型のざるに麻袋を開いて取付 

写真2.12.6-4 プール水排水時の沈殿物分離の変更点 

 

 

(2) 各 PJ の回数及び参加人数を表 2.12.6-2 に示す。 

 

表2.12.6-2 回数及び参加人数 

 

PJ 名 一時帰宅 プール水除染 ＮＥＡＴ支援 コミュニケーション 放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ その他

回   数 46 7 2 3 1 1 

参加人数 47 25 2 3 1 1 

 

（大島 真樹） 

 



 

This is a blank page. 



JAEA-Review 2013-025 

- 87 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.運転管理及び保全に関するデータ 

 

Operation and Maintenance Data 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

This is a blank page. 
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3.1 保全対象設備・機器の台数 

工務第 1 課及び工務第 2 課が所管している施設及び特定施設の設備の台数を表 3.1-1 に示す。 

 (蛭田 忠仁、鈴木 勝夫) 

 

表 3.1-1 施設別設備一覧(1/4) 

 

 

設  備 

 

 

施設名 

高
圧
変
圧
器 

蓄
電
池 

Ｃ
Ｖ
Ｃ
Ｆ 

非
常
用
発
電
機 

送
風
機
・
空
調
機 

排
風
機 

循
環
器 

排
気
フ
ィ
ル
タ
装
置 

空
気
圧
縮
機 

除
湿
器 

冷
凍
機
・
チ
ラ
ー
ユ
ニ
ッ
ト

槽
・
タ
ン
ク 

ポ
ン
プ 

冷
却
塔 

第
１
種
圧
力
容
器 

ボ
イ
ラ
ー 

JRR-3 12 8 3 2 20 24 12 4 4 3 24 35 5 

プルトニウム研究1棟 2 1  1 3 22 21 1 1 1 7 9 2 

液体処理場 2   2 7 7  2  

汚染除去場 2   1 5 5    

圧縮処理施設 2   1 1    

固体廃棄物一時保管棟    1 1 1    

再処理特別研究棟(廃液長

期貯蔵施設含む) 
2   7 33 32 4 2 1 5 8 2 

ウラン濃縮研究棟 2 1  4 4 2 1 6 7 1 

加速機器調整建家 4      

FCA 4 2  1 7 10 4 12 2 2 5 10 16 5 1

SGL    2 1 1 2 4 2 

TCA  1 1 3 2 2 1 1 3 4 2 

新型炉実験棟 3      

NSRR 9 1 1 1 5 8 8 4 2 1 12 16 1 

放射線標準施設棟(既設

棟・増設棟) 
7   9 11 4 2 1 2 16 22 2 1 1

JRR-3使用済燃料貯蔵施設 4   4 5 2 2 1 1 11 12  

第2保管廃棄施設 3   3 4  

産学連携サテライト 2   1 1 1 2  

荒谷台診療所 3   1 1  

中央警備室 2      

第1研究棟 10   12 19 4 8 25 4 1

第2研究棟 6 1  8 5 2 4 17 2 
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表 3.1-1 施設別設備一覧(2/4) 

 

 

設  備 

 

 

施設名 

高
圧
変
圧
器 

蓄
電
池 

Ｃ
Ｖ
Ｃ
Ｆ 

非
常
用
発
電
機 

送
風
機
・
空
調
機 

排
風
機 

循
環
器 

排
気
フ
ィ
ル
タ
装
置 

空
気
圧
縮
機 

除
湿
器 

冷
凍
機
・
チ
ラ
ー
ユ
ニ
ッ
ト

槽
・
タ
ン
ク 

ポ
ン
プ 

冷
却
塔 

第
１
種
圧
力
容
器 

ボ
イ
ラ
ー 

第3研究棟 5   4 2 0 3 3 0 

図書館 4   2 3 1 3 9 1 

旧図書館    1 1 2 2  

大講堂    1 1 1 2 7  1

事務棟地区 4      

先端基礎研究交流棟 3 1  13 11 2 1  

第4研究棟 11   15 20 17 4 4 4 25 41 4 

タンデム加速器棟(ブ－ス

タ－建家・付属加速器電源

建家・RNB拡張部含む） 

9 1  1 12 12 4 3 2 4 24 39 3 1

工作工場                 

FEL研究棟 2   1 1  1  

2.2MeV VDG 6   2 3 5 1 

情報システムセンター 2   1 1  

原子力コ－ド特研 6 1     

超高圧電子顕微鏡建家    2 1 4 1 

研究炉実験管理棟(JRR-3実

験利用棟(第2棟)含む) 
4 1  11 13 6 2 2 2 14 25 2 2

JRR-1 2   4 3 1 1 6 14 1 

原子炉特研 3   3 3 2 6  

リニアック棟 3   2 1 1 1  

陽子加速器開発棟 3   3 1 3 5  

核融合特研 2 1  2 1 2 1 9 2 1

Co60照射室 2 1  2 1 4 2 

JFT-2 7 1  1 1  3 1 

研究棟附属第１棟他 4      

高度環境分析研究棟 4 1  1 5 4 5 6 6 18  1 2

トリチウムプロセス研究棟 3   4 7 5 2 2 1 13 11 2 2
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表 3.1-1 施設別設備一覧(3/4) 

 

 

設  備 

 

 

施設名 

高
圧
変
圧
器 

蓄
電
池 

Ｃ
Ｖ
Ｃ
Ｆ 

非
常
用
発
電
機 

送
風
機
・
空
調
機 

排
風
機 

循
環
器 

排
気
フ
ィ
ル
タ
装
置 

空
気
圧
縮
機 

除
湿
器 

冷
凍
機
・
チ
ラ
ー
ユ
ニ
ッ
ト

槽
・
タ
ン
ク 

ポ
ン
プ 

冷
却
塔 

第
１
種
圧
力
容
器 

ボ
イ
ラ
ー 

HENDEL 6 1  33 32 1 5 15 2 3

高温工学特研 4   20 11 1 4 8 2 1

情報交流棟 8 2  1 6 4 15  

機械化工特研 3      

高温熱工学 2      

モックアップ棟 5      

核燃料倉庫    4 3 2 1 2 1 

燃料試験施設試験棟 4 1  1 9 16 17 5 2 1 19 26 1 1 1

安全工学研究棟 3 1 1 1 5 2 11 21 2 2

FNS 6   4 6 2 2 1 2 7 16 2 

環境シミュレーション試

験棟 
3   4 4 3 2 2 1 3 12 1 1

大型非定常ループ実験棟 3   5 7    

二相流ループ実験棟 3   1 4 2 1    

廃棄物安全試験棟 4 1  1 9 29 18 2 2 2 15 31 2 1

第1廃棄物処理棟 3   3 3 2 2 10 1 

第2廃棄物処理棟 3 1  1 8 10 9 3 2 2 13 19 2 1

第3廃棄物処理棟 3   9 7 6 2 3 1 8 12 1 3

NUCEF 13 3 3 2 33 79 20 6 2 2 48 78 6 4

体内RI分析室 2   1 1  1 1 

JRR-2 4 1 1 6 5 2 2 2 10 9  

RI製造棟 3   6 28 26 1 2 12 14 2 

ホットラボ 3 1  1 13 24 20 8 2 1 7 24 2 
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表 3.1-1 施設別設備一覧(4/4) 

 

 

設  備 

 

 

施設名 

 

高
圧
変
圧
器 

蓄
電
池 

Ｃ
Ｖ
Ｃ
Ｆ 

非
常
用
発
電
機 

送
風
機
・
空
調
機 

排
風
機 

循
環
器 

排
気
フ
ィ
ル
タ
装
置 

空
気
圧
縮
機 

除
湿
器 

冷
凍
機
・
チ
ラ
ー
ユ
ニ
ッ
ト

槽
・
タ
ン
ク 

ポ
ン
プ 

冷
却
塔 

第
１
種
圧
力
容
器 

ボ
イ
ラ
ー 

特高受電所 4 2  1 7 2 2  

中央変電所(分岐盤含

む) 
9 3 1 2 2 2 4 3 1 

リニアック変電所 4 1  2    

HENDEL 変電所 2 1     

第 1 独身寮(真砂寮) 5      

第 3 独身寮(長堀寮) 3      

第 1 ボイラー    4 19 24  5

第 2 ボイラー 3   2 22 34  5

第 2 ボイラー・LNG 供給

設備 
 1  3 2  2

配水場 2 1  1 2 21 32  

リニアック棟(L3BT 棟

含む) 
42 2  45 25 13 15 4 9 9 18 3 

3GeV シンクロトロン棟 14 1  10 6 15 10 2 7 7 13 3 

3NBT 棟 7   5 4 3 3 2 3 7 7 1 

物質・生命科学実験棟

(3NBT 下流部含む) 
20 2  1 13 14 3 23 4 2 6 12 14    

合   計 373 49 11 19 446 567 38 326 80 45 86 501 855 84 25 19
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3. 2 営繕業務のデータ 

平成 23 年度の処理件数及び金額は、工事が 941 件 2,265,105 千円、役務が 196 件 622,831 千円

で合計 1,137 件 2,887,936 千円であった。金額の区分ごとの工事と役務の内訳を表 3.2-1～表

3.2-3 に示す。 

 （大和田 豊克） 

 

 

表 3.2-1 機械工事等の処理件数及び金額 

 

工  事 役  務 合  計 
区  分 

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円)

100 万円未満 287 71,595 60 36,124 347 107,719 

100 万円～250 万

円未満 
88 159,929 6 10,844 92 170,773

250 万円～1,000

万円未満 
2 15,855 16 79,207 18 95,062

1,000 万円以上 4 116,393 7 160,918 11 277,311 

合  計 381 363,772 89 287,093 468 650,865

 

 

表 3.2-2 電気工事等の処理件数及び金額 

 

工  事 役  務 合  計 
区  分 

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 

100 万円未満 170 50,820 34 22,386 204 73,206 

100 万円～250 万

円未満 
48 88,668 8 12,506 56 101,174

250 万円～1,000

万円未満 
4 18,659 12 53,781 16 72,440

1,000 万円以上 6 198,450 3 51,398 9 249,848

合  計 228 356,597 57 140,071 285 496,668
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表 3.2-3 建築工事等の処理件数及び金額 

 

工  事 役  務 合  計 
区  分 

件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 

100 万円未満 148 56,888  40  36,869 188 93,757 

100 万円～250 万

円未満 
150 295,615  0 0 150 295,615 

250 万円～1,000

万円未満 
12 73,479  8  51,881 20 125,360 

1,000 万円以上 24 1,118,754 2  106,917 26 1,225,671 

合  計 334 1,544,736  50  195,667 384 1,740,403 
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3.3 工作業務のデータ 

平成 23 年度の依頼工作件数は、機械工作が 269 件、電子工作が 140 件、ガラス工作が 28

件で総件数は 437 件である。 

 

3.3.1 機械工作 

機械工作の受付件数は表 3.3.1-1 のとおりである。 

 

表 3.3.1-1 機械工作の受付件数 

 

一般工作 キャプセル 内部工作 拠点・部門               工作種別 

依頼元（拠点･部門） 件数 件数（体数） 件数 合計件数

J-PARC 3 －   89 92 

先端基礎研究センター 11 －   38 49 

大洗 照射試験炉センター 2 15 (41) 10 27 

量子ビーム応用研究部門 － 1 ( 1) 21 22 

原子力基礎工学研究部門 3 －  14 17 

安全研究センター 8 －  7 15 

研究炉加速器管理部 6 －  7 13 

産学連携推進部 2 －  7 9 

那珂 核融合研究開発部門 － －  9 9 

工務技術部 － －  6 6 

放射線管理部 － －  5 5 

(株)千代田テクノル － 2 (11) － 2 

核融合研究開発部門 － －  1 1 

福島支援本部 － －  1 1 

ホット試験施設管理部 － －  1 1 

工作種別合計 35 18 (53) 216 269 
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3.3.2 電子工作 

電子工作の受付件数は表 3.3.2-1 のとおりである。 

                               （千葉 雅昭） 

表 3.3.2-1 電子工作の受付件数 

一般工作 修理・調整 拠点・部門           工作種別 

 

依頼元（拠点･部門） 
件数 件数 合計件数 

J-PARC 24 14 38 

量子ビーム応用研究部門 15 7 22 

原子力基礎工学研究部門 4 15 19 

保安管理部 15 － 15 

安全試験施設管理部 13 － 13 

原子力人材育成センター － 11 11 

バックエンド推進部門 1 7 8 

バックエンド技術部 3 2 5 

ホット試験施設管理部 5 － 5 

研究炉加速器管理部 4 － 4 

工作種別合計 84 56 140 

 

3.3.3 ガラス工作 

ガラス工作の受付件数は表 3.3.3-1 のとおりである。 

                               （千葉 雅昭） 

表 3.3.3-1 ガラス工作の受付件数 

内部工作          工作種別 

 

依頼元（拠点･部門） 
件数 

原子力基礎工学研究部門 12 

バックエンド推進部門 5 

量子ビーム応用研究部門 5 

先端基礎研究センター 3 

安全研究センター 1 

大洗 照射試験炉センター 1 

ホット試験施設管理部 1 

合計 28 
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3.4 エネルギー管理のデータ 

3.4.1 原子力科学研究所の使用電力量の実績 

原子力科学研究所(J-PARC を含む)の使用電力量を表 3.4.1-1 及び図 3.4.1-1 に示す。 

（杉山 博克） 

表 3.4.1-1 原子力科学研究所の使用電力量 

月 
受電電力量 

kWh 

4 3,647,280 

5 6,200,880 

6 8,110,200 

7 9,274,860 

8 10,129,140 

9 9,132,060 

10 9,255,120 

11 12,438,300 

12 23,391,900 

1 27,198,780 

2 36,762,180 

3 33,428,220 

 

 

 

図 3.4.1-1 原子力科学研究所の使用電力量 
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3.4.2 工務技術部の使用電力量の実績 

工務技術部所管建家の使用電力量を表 3.4.2-1 に示す。 

（高橋 英郎、杉山 博克） 

 

表 3.4.2-1 工務技術部所管建家の使用電力量 

建家名 23 年度（kWh） 22 年度（kWh） 22 年度比（%） 

工作工場 131,650 202,060 △ 34.8※1 

第 1 ボイラー 0 60,620 －   ※2 

第 2 ボイラー 367,709 561,183 △ 34.4 

配水場 431,890 540,410 △ 20.0 

変電所 216,630 220,160 △  1.6 

合 計 1,147,879 1,545,433 △ 25.7 

※1 震災の被災による工場の使用停止のため減少 

※2 第 1 ボイラーの給電を配水場に変更 

 

 

3.4.3 原子力科学研究所の LPG 使用量の実績 

原子力科学研究所の LPG 使用量を表 3.4.3-1 に示す。 

（松岡 広） 

 

表 3.4.3-1 原子力科学研究所の LPG 使用量 

(単位 ㎥) 

 
4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10月 11月 12月 1 月 2 月 3 月 合計

食
堂
系 

239 1 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1 243 
構 

内 研
究
系

61 77 69 34 28 28 49 95 160 197 180 128 1,106

構 外 2,297 2,213 1,931 1,401 1,441 1,427 1,785 2,410 2,765 3,358 3,383 3,201 27,612

合 計 2,597 2,291 2,001 1,435 1,469 1,455 1,834 2,505 2,926 3,555 3,563 3,330 28,961
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3.4.4 原子力科学研究所の LNG 使用量の実績 

原子力科学研究所の LNG 使用量を表 3.4.4-1 に示す。 

（松岡 広） 

 

表 3.4.4-1 原子力科学研究所の LNG 使用量 

(単位 kg) 

 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

第2 

ﾎ゙ ｲﾗ 
0 0 0 5,530 9,670 31,110 67,120 93,460 406,190 477,380 486,890 374,760 1,952,110

合計 0 0 0 5,530 9,670 31,110 67,120 93,460 406,190 477,380 486,890 374,760 1,952,110

 

 

3.4.5 工務技術部の燃料使用量の実績 

工務技術部所管建家の燃料使用量を表 3.4.5-1 に示す。 

高橋 英郎（松岡 広） 

 

表 3.4.5-1  工務技術部所管建家の燃料使用量(原油換算) 

 

燃料種別 23 年度 22 年度 22 年度比（%） 

A 重油(kℓ) ※1 43.18 1,584.89 △ 97.3 

軽油(kℓ) 1.34 3.19 △ 57.9 

LPG(m3) ※2 3.50 45.78 △ 92.3 

ガソリン(kℓ) 0.24 0.14 68.8 

灯油(kℓ） 

LNG(kℓ） 

0.00

2,749.93 

0.00

1,584.97 

0.0 

73.5 

合  計 2,798.19 3,218.97 △ 13.1 

※1  第 2 ボイラーで使用する A重油を含む 

※2  構内で使用する LPG を含む 
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3.4.6 工務技術部の CO2排出量の実績 

工務技術部所管建家の CO2排出量を表 3.4.6-1 に示す。 

高橋 英郎（松岡 広） 

 

表 3.4.6-1  工務技術部所管建家の CO2排出量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  23 年度（t） 22 年度（t） 22 年度比（%） 

A 重油 115.99 4,257.68 △ 97.3 

軽油 3.57 8.46 △ 57.8 

LPG 8.02 104.79 △ 92.3 

ガソリン 0.62 0.364  70.3 

灯油 

LNG 

0.000

5,270.75 

0.000

3,037.89 

0.0 

73.5 

小計 5,398.95 7,409.184 △ 27.1 

工作工場 55.03 89.27 △ 38.4 

第 1 ボイラー 0.00 0.00 0.00 

第 2 ボイラー 153.70 223.29 △ 31.2 

配水場 211.52 226.97 △ 6.8 

変電所 90.55 86.25 5.0 

小  計 510.80 625.78 △ 18.4 

合  計 5,909.75 8,034.964 △ 26.4 
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3.5  環境配慮活動のデータ 

3.5.1  原子力科学研究所の使用水量 

原子力科学研究所における上水と工業用水(工水)の使用量を表 3.5.1-1 に示す。 

     （松岡 広、高橋 英郎） 

 

表 3.5.1-1  原子力科学研究所の上水と工水の使用量 

（単位   ㎥） 

 
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

上

水 
10,771 8,688 9,941 11,308 11,250 10,223 10,044 11,110 10,330 9,348 8,379 8,807 120,199

工

水 
56,606 68,981 75,185 75,984 83,026 68,095 70,103 77,305 96,049 108,289 110,028 101,112 990,763

 

 

3.5.2  工務技術部の使用水量 

工務技術部所管建家における上水と工業用水(工水)の使用量を表 3.5.2-1 に示す。 

     （松岡 広、高橋 英郎） 

 

表 3.5.2-1  工務技術部所管建家の上水と工水の使用量 

 

  23 年度（m3） 22 年度（m3） 22 年度比（%） 

事務 2棟 565 954 △ 40.8 

中央変電所 40 39    2.5 

第 1 ボイラー 4 210 △ 98.1 

工作工場 812 2,049 △ 60.4 

工作設計 109 78    39.7 

特高受電所 99 88   12.5 

上水 

小  計 1,629 3,418 △ 52.3 

工水 第 1ボイラー 0 382 － 

合  計 1,629 3,800 △ 52.3 
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3.5.3  コピー用紙使用量 

工務技術部におけるコピー用紙の使用量を表 3.5.3-1 に示す。 

 （高橋 英郎） 

表 3.5.3-1  コピー用紙の使用量 

(単位: 枚) 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.5.4  古紙回収量 

工務技術部における建家毎の古紙回収量を表 3.5.4-1 に示す。 

 （高橋 英郎） 

表 3.5.4-1  古紙回収量 

(単位 kg) 

 23 年度 22 年度 22 年度比 備考 

事務 2棟 7,403 6,346 116.7 

第 1 ﾎﾞｲﾗｰ 0 0 － 

第 2 ﾎﾞｲﾗｰ 225 90 250.0 

中央変電所  0 0 － 

浄水場制御室 55 0 － 

浄水場作業室 0 0 － 

工作工場 2,749 469 586.1 

放射線標準施設棟 23 29 △79.3 

二相流ﾙｰﾌﾟ実験棟 0 0 － 

機械化工特研 277 630 △44.0 

特高受電所 84 41 204.9 

大型非定常ﾙｰﾌﾟ実験棟 100 0 － 

大型再冠水実験棟 88 35 251.4 

合計 11,004 7,640 144.0 

 

 

 

 

 23 年度 22 年度 22 年度比 

業務課・工務第 1課 320,500 317,000 101.1 

工務第 2課 95,000 111,000 △85.6 

施設保全課 154,200 90,000 171.3 

工作技術課 84,500 82,000 103.0 

合計 654,200 600,000 109.0 
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3.6  安全管理のデータ 

3.6.1  KY(危険予知)活動 

工務技術部における KY 活動の実績を表 3.6.1-1 に示す。 

 （稲野辺 浩） 

表 3.6.1-1  工務技術部の KY 活動の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.6.2  ヒヤリハット活動 

工務技術部におけるヒヤリハット活動の実績を表 3.6.2-1 に示す。 

 

表 3.6.2-1  工務技術部のヒヤリハット活動の実績 

 

 

 

 

 

 

 

課 室 名 定常作業件数 非定常作業件数 合 計 

業 務 課 0 0 0 

工務第１課 178 1,621 1,799 

工務第２課 103 383 486 

施設保全課 164 198 362 

工作技術課 317 69 386 

合 計 762 2,271 3,033 

項 目 実施期間 抽出件数 備 考 

ヒヤリハットの抽出 12/15 ～ 12/27 45 件  

抽出事例の展開  1/6   ～  1/13 ―   

抽出活動の総括 

 抽出された 45 件のうち半数以上の 22 件が転倒・衝突、接触・

物損に分類されていることから、部・課安全衛生パトロール等で、

事前に不安全箇所を措置して労働災害の防止を図り、安全な職場

環境を整える。 また、12 件の交通事故・けがの抽出があり、構内・

構外における制限速度を遵守するなど、交通安全に努める。 
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3.7 人材育成のデータ 

3.7.1 資格取得等の状況 

  工務技術部職員等の資格取得等の実績を表 3.7.1-1 及び表 3.7.1-2 に示す。 

                                               （高野 隆夫） 

 

表 3.7.1-1 資格取得の実績 

  

資  格 取得人数 

・第 1種衛生管理者 

・衛生工学衛生管理者 

・危険物取扱免状 （乙種第 3類） 

・   〃    （乙種第 4 類）  

・甲種第 4類消防設備士 

・第 3種放射線取扱主任者 

・第 2種冷凍機械製造保安責任者 

・特別管理産業廃棄物管理責任者 

2 名 

2 名 

1 名 

1 名 

1 名 

3 名 

1 名 

1 名 

 

 

 

表 3.7.1-2 講習等の受講実績 

 

講習等 取得人数 

・保安規定 QA 概要研修 

・ISO 内部監査員養成研修 

・エネルギーマネジメントシステム研修 

・内部監査員によるスキルアップ研修 

・電気取扱業務（高圧等）特別教育 

・低圧電気取扱者安全衛生特別教育 

・茨城県高圧ガス保安講習会 

・エネルギー対策に関する研修会 

・電子回路技術セミナー 

・非破壊検査技術セミナー 

4 名 

1 名 

1 名 

2 名 

1 名 

1 名 

1 名 

1 名 

1 名 

1 名 
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3.7.2 技術報告会 

工務技術部では、他拠点の工務担当部署と合同で技術報告会を開催し、全拠点の参考となる

ようなトピックス的なテーマについて情報交換をしている。演題と発表者を表 3.7.2-1 に示す。 

（高野 隆夫） 

表 3.7.2-1 技術報告会の開催実績 

 

工務技術部技術報告会 平成 24 年 2 月   

・震災時の対応等について 

 

・再処理施設緊急安全対策等について 

 

・東北地方太平洋沖地震被害からの南受電所の復旧につい

て  

・那珂核融合研究所工務課の概要 

・営繕工事における建設部と拠点工務課との取り合いにつ

いて  

・東日本大震災発生(H23.3.11)に伴う計画停電について 

 

・高崎研浄水場ろ過機点検補修について  

 

・関西電力「冬季ピーク時間調整特約」による電力削減に

ついて  

・不足電圧継電器の不具合  

 

・原科研の被災状況 

・学校プール水除染作業の概要 福島支援活動報告 

・原子炉安全性研究施設(NSRR)における火災について 

ｻｲｸﾙ研・工務技

術室 

   〃 

 

大洗ｾﾝﾀｰ・工務

課 

那珂核融合研・

工務課 

 

高崎量子応用

研・工務課 

   〃 

 

関西光科学研・

工務課 

人形峠ｾﾝﾀｰ・工

務課 

業務課 

 〃 

施設保全課 

寺田 秀行 

 

湯浅 研二 

 

木村 祐一 

 

千葉  稔  

〃 

 

真下 尚徳 

 

吉田 正 

 

金子 宏 

 

岩田 敏之 

 

高野 隆夫 

〃 

大和田豊克 

 

 

3.7.3 業務報告会 

工務技術部では、人材育成のために平成 21 年度より部内業務報告会を開催している。平成

23 年度においては、5 級職員について日常の業務等について発表を行った。演題と発表者を表

3.7.3-1 に示す。 

（高野 隆夫） 

 

 

 

http://133.53.14.122/kyouiku/gijyutu2/01.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gijyutu2/08.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gijyutu2/09.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gijyutu2/10.pdf�
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表 3.7.3-1 業務報告会の開催実績(1/2) 

 

第 1 回 平成 23 年 10 月  

・JRR-3 ガスタービン機関内部のひび割れについて  

・ホットラボ特定施設の震災復旧について 

・PP 業務における情報管理について  

工務第 1課 

工務第 2課 

工作技術課 

遠藤 敏弘 

出井 竜美 

木村 直行 

第 2回 平成 23 年 11 月    

・機械室設備の運転管理と不具合対応について  

・第 2ボイラ LNG 燃料転換について  

・大型非定常試験装置(LSTF)の運転管理と技術開発  

・NUCEF 付帯設備の震災復旧について  

・RI 製造棟の屋外消火栓用配管からの漏水対応について 

工務第 1課 

施設保全課 

工作技術課 

工務第 1課 

工務第 2課 

根本 政広 

石川 国彦 

大和田明彦 

本郷 悟志 

宇野 秀一 

第 3回 平成 23 年 12 月    

・3GeV シンクロトロン棟の震災復旧について  

・プール除染プロジェクトに携わって～柱沢小学校(池)～ 

・第 4研究棟東セミホット廃液槽一般排水系統からの漏水 

 について  

・J-PARC 中性子実験装置のための回路開発 

－チョッパー同期制御回路－ 

・ターボ冷凍機の保守管理について 

工務第 2課 

施設保全課 

工務第 1課 

 

工作技術課 

 

工務第 1課 

高野 光教 

小澤 隆志

三代 浩司 

 

海老根守澄 

 

黒沢 重雄 

http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d2/siga.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d3/hiruta.pdf�
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表 3.7.3-1 業務報告会の開催実績(2/2) 

 

第 4 回 平成 24 年 2 月   

・J-PARC 機械室設備の震災復旧について  

・JMTR 照射試験用計測付大型キャプセルの組立 

・NSRR の火災に伴う対応について  

・海水を使用した伝熱実験（福島原発事故対応） 

・地震の影響に対する原子炉施設設備機器の健全性確認に 

ついて  

・グリーンハウスの簡易的な強度計算について 

・JRR-3 震災復旧について 

工務第 2課 

工作技術課 

工務第 1課 

工作技術課 

工務第 1課 

 

施設保全課 

工務第 1課 

山本  忍 

石川 和義 

荻原 秀彦 

柴田 光彦 

柴山 雅美 

 

菊池 治男 

砂押 和明 

第 5回 平成 24 年 3 月   

・震災対応の業務について  

・配水場の業務について  

・中央変電所高経年化対策工事について  

・工作工場の震災対応について  

・第 3廃棄物処理棟排気風量測定の結果について 

・第 2排水溝補修に伴うケーブル盛替工事について 

・TCA 廃液配管の補修について 

・モンゴル出張報告  

工務第 1課 

工務第 2課 

施設保全課 

工作技術課 

工務第 1課 

施設保全課 

工務第 1課 

業務課 

松本 雅弘 

鈴木 勝夫 

椎名 孝夫 

前田 彰雄 

志賀 英治 

松下 竜介 

船山 真一 

高野 隆夫 

 

 

 

http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d4/02.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d4/05.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d4/03.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d4/04.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d5/01.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d5/02.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d5/03.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d5/04.pdf�
http://133.53.14.122/kyouiku/gyoumu/d5/05.pdf�
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4.1 外部発表等の状況 

平成 23 年度における外部発表等の状況は以下のとおりである。 

 

4.1.1 海老根守澄他「高精度放射線・中性子計測のための信号処理・回路技術の開発 －(1)高

精度イメージングのための新イメージ信号処理回路－」日本原子力学会 2012 春の年会 講

演予稿集(2012)p.682 

 

4.1.2 美留町厚他「高精度放射線・中性子計測のための信号処理・回路技術の開発 －(2)高計

数率３He 位置敏感型比例計数管システムの開発－」日本原子力学会 2012 春の年会 講演予

稿集 (2012)p.683 

 

4.1.3 渡辺博典他「Development of Capacitance Void Fraction Measurement Method for BWR 

test」(投稿 journal=>INTECHopen.com/program=>FLOW MEASUREMENT) 

 

 

 

4.2 主な技術開発の成果 

平成 23 年度の主な技術開発 3件の概要を以下に述べる。 

 

4.2.1 高精度放射線・中性子計測のための信号処理・回路技術の開発 －(1)高精度イメージン

グのための新イメージ信号処理回路－ 

JRR-3、J-PARC 等における中性子散乱実験装置においては、位置分解能、計数率特性、検出効

率などの中性子に関連する性能と共に低いγ線感度の中性子イメージ検出器が要求される。シン

チレータと波長シフトファイバを用いた中性子イメージ検出器の場合、γ線検出の要因となるの

は、使用しているシンチレータのγ線検出感度と一種のプラスチックシンチレータと見なされる

波長シフトファイバのγ線検出感度である。特に、イメージングのためフォトン計数法を用いた

場合これまでのディスクレベルを上げることによるγ線低減方式では対処することができない。

このため、重心計算法と同時計測法を組み合わせたγ線感度低減回路を開発し、重心演算法のみ

の場合に比較し 1/5～1/8 の割合で低減できることを確認した。 

(海老根 守澄) 

 

 

 

4.2.2 高精度放射線・中性子計測のための信号処理・回路技術の開発 －(2)高計数率３He 位置

敏感型比例計数管システムの開発- 

 
３He 位置敏感型比例計数管の計数率特性の向上を

目指した検出システムの開発を進めた。多数の中性子

が短時間に計数管に入射した際計数管が飽和し信号

の低下あるいは出ない状況を改善するため定格バイ

アス電圧より低い電圧で動作させる。S/N を確保する

ため高速・低雑音前置増幅器(写真 4.2.2-1)を試作し、

高計数率に対応した DSP 波形整形回路と組合せた信

号処理回路システムを製作した。 

バイアス電圧を下げてカス増幅率を数分の 1の信号出力にすると、問題になるのは雑音である。

低雑音
前置増幅器

低雑音
前置増幅器

入射位置
計算回路
(FPGA)

2chデジタル
波形整形回路

(FPGA)

LVDS
インターフェイス

回路

リードアウトモジュールへ
（デジタル収集装置）

高電圧
回路

DSP
モジュール基板

10倍
アンプ

10倍
アンプ

ADC

ADC

中性子 3He位置敏感型
比例計数管

図 4.2.2-1 信号処理回路の構成 
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定格で使用する場合には信号が大きいためIC等で直接信号を受けても十分なS/N比を確保するこ

とが可能であるが、S/N 比を上げるにはディスクリートの FET(電界効果トランジスタ)を用いた高

速・低雑音前置増幅器が必要となる。一方、高計数率化には、短時間の波形整形とベースライン

の安定化が不可欠となる。このため、Ge ガンマ線検出器の高分解能・高計数率化を目的として開

発された DSP 波形整形回路と組み合わせた信号処理回路システムを製作することとした。図

4.2.2-1 に信号処理回路の構成を示す。低雑音前置増幅器としては、初段 FET 回路を最適化する

と共に３He 位置敏感型比例計数管の高速負電荷成分を主に取得できるように時定数を最適化した

回路を試作した。DSP 波形整形回路としては 12 ビット ADC を 40MHz サンプリングで動作させ、高

計数率化を実現するため台形波形整形を行い波形整形後の残り片側半分をカットできる回路構成

とした。最小の波形整形時定数は 0.25μs である。1/2 インチ径、長さ 60cm、20 気圧の 3He 位置

敏感型比例計数管を用いて回路系の評価基礎試験を行った。一般の比例計数管用前置増幅器と最

適化した前置増幅器について改善の効果を示す測定例を図 4.2.2-2 に示す。Am-Li 中性子源を用

い 5cm 厚のパラフィンブロッグで熱化した後、5cm 厚の B4C ブロッグで 1cm 幅にコリメートし計

数管に照射した。その結果、一般用では 2.7cm の位置分解能であったものが開発した前置増幅器

では 2.1cm の位置分解能が得られた。次に、バイアス電圧を 1500V で改善の効果を示す測定例を

図 4.2.2-3 に示す。その結果、一般用ではパルス幅 500ns の位置分解が 25mm であったものが、時

定数を最適化した前置増幅器では 18mm の位置分解能が得られた。 

(美留町 厚) 

 

    

0
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位置（一般用前置増幅器）、X 0.30cm

位置（最適化前置増幅器）、X 0.26cm

最適化：2.1cm 
一般用：
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バイアス電圧: 1500V
整形時定数: 500ns

 

 

写真 4.2.2-1 試作した前置増幅器         図 4.2.2-2 位置分解能の改善 
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  (a) 一般の前置増幅器        (b) 時定数を最適化した前置増幅器 

 

         図 4.2.2-3 前置増幅器によるコリメートビーム試験の結果比較 

 

 

4.2.3 Development of Capacitance Void Fraction Measurement Method for BWR test 

In Boiling Water Reactor (BWR), reactor power, fuel conversion ratio and reactor cooling 

capacity changes by the void fraction in the core. We have developed a capacitance method 

(C method) to measure the void fraction under the condition of high temperature and high 

pressure, simulating BWR.  

(渡辺 博典、佐藤 隆、柴田 光彦) 
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あ と が き 

 

本報告書は、工務技術部に設けた工務技術部年報編集委員会において、編集方針、内容を決め、

工務技術部各課の執筆担当者に平成 23 年度の業務の概要についての原稿作成を依頼し、編集した

ものです。平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災からの復興作業があり、工務技術部は建

物や設備の補修、復旧などで繁忙を極めましたが、合間を縫っての編集委員会開催により、よう

やく発刊することができました。未曾有の災害からの復旧に関する情報も充実させ、技術の承継

という点で一層役に立つものにしました。まだ内容的に不足の点もあると思いますので、今後さ

らなる充実をはかって行きたいと思います。 

報告書作成にあたり、快く原稿作成に応じていただいた部内各位に深く感謝いたします。 

平成 25 年 3 月 編集委員会委員長 

 

 

編集委員会の構成員（平成 24 年 9 月 27 日～平成 25 年 3 月 29 日） 

  

委員長  木下 節雄（次長） 

 

委 員  関谷 典文 (業務課) 

蛭田 忠仁（工務第 1課） 

鈴木 勝夫（工務第 2課） 

山田 雅也（施設保全課） 

木村 直行（工作技術課） 

 

事務局  松岡 広 （工務第 2課） 

大島 真樹 (業務課) 

 



国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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